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（総務課関係）

１．雇用均等・児童家庭局の組織体制
（１）本省

今回の中央省庁再編により厚生省児童家庭局と労働省女性局を統合し雇用
均等・児童家庭局を設置。児童福祉関係行政は雇用均等・児童家庭局が所掌
することとなった 各課の所掌事務に関する従来との変更点は 次のとおり。 、 。
① 旧企画課は「総務課」に名称を変更。所掌事務については、従来より
担われてきた事務と基本的に同様であるが、地方厚生局の設置に伴い、
監査業務を地方厚生局に委任し、企画課児童福祉監査指導室を廃止。
② 家庭福祉課については、従来の事務に加え、乳児院に関する事務を
母子保健課から移管するとともに、婦人相談所や婦人保護施設に関する
事務を社会・援護局保護課から移管。

③ 育成環境課、保育課については従来どおり。
④ 母子保健課については、乳児院に関する事務が家庭福祉課に移管され
た。

（２）地方厚生局
従来 児童福祉関係行政において地方支分部局は設置されていなかったが、 、

今般の再編に伴って、新たに地方厚生局が設置された。児童福祉関係行政の
中で本省から地方厚生局に委任された事項は次のとおり。
① 保育士、児童福祉司の養成の指定及び監督に関すること
② 指定養育医療機関及び指定療育医療機関の指定及び監督に関すること
③ 養育医療、療育医療に関する診療報酬の支払の差止めに関すること
④ 児童福祉に関する緊急時の執行事務に関すること
⑤ 児童福祉施設の措置費及び運営費の監査に関すること
⑥ 児童委員の委嘱及び解嘱並びに表彰に関すること
⑦ 社会福祉法人の一般的監査

など



２．少子化対策について
（１）少子化対策推進基本方針及び新エンゼルプランについて

少子化対策については、従来から様々な取組みを行ってきたが、平成１１
年の合計特殊出生率は１．３４と過去最低になるなど、少子化が進行してお
り、少子化対策の推進は引き続き重要な課題となっている。
このため、平成１１年末に策定された「少子化対策推進基本方針」及び「新

エンゼルプラン」に基づき、総合的な少子化対策を推進するとともに、内閣
総理大臣の主宰の下で「少子化への対応を推進する国民会議」を開催し、
国民的な広がりのある少子化への取組を進めているところである。

① 少子化対策推進基本方針について
政府が一体となって、家庭や子育てに夢を持てる環境の整備を推進する
ため、中長期的に進める総合的な少子化対策の指針として、少子化対策
推進関係閣僚会議において、平成１１年１２月１７日に「少子化対策推進
基本方針」が策定された。
当該方針は、仕事と子育ての両立や子育てのそのものに係る負担感を

緩和・除去し、安心して子育てができるような様々な環境整備を進める
ことにより、２１世紀の我が国を家庭や子育てに夢や希望を持つことが
できる社会にしようとするものであり、具体的には、
・ 固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正
・ 仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備
・ 安心して子どもを産み、ゆとりをもって健やかに育てるための家庭や
地域の環境づくり

・ 利用者の多様な需要に対応した保育サービスの整備
・ 子どもが夢をもってのびのびと生活できる教育の推進
・ 子育てを支援する住宅の普及など生活環境の整備
の６項目が掲げられている。

② 新エンゼルプランについて
「新エンゼルプラン」は、少子化対策推進基本方針に基づく重点施策の

具体的実施計画として、平成６年１２月に策定された「エンゼルプラン」
及び「緊急保育対策等５か年事業」を見直し、働き方、保育サービス、
相談・支援体制、母子保健、教育、住宅等について、大蔵、文部、厚生、
労働、建設、自治の６大臣の合意により、平成１１年１２月１９日に策定
された。
この「新エンゼルプラン」は、従来の「緊急保育対策等５か年事業」に

おける保育対策のみならず、母子保健等の幅広い少子化対策の重点施策に



ついて、平成１６年度の整備水準を示すなど具体的実施計画として策定し
たものであり、平成１３年度予算（案）においては、３，１５３億円を
計上したところである。

【平成１３年度予算（案）における新エンゼルプランの主な内容】
ア 保育所待機児童の解消など子育て家庭への支援策
・ 保育所の低年齢児（０～２歳）受入れ枠の拡大（59.8→61.8万人）
・ 延長保育の推進（8,000→9,000か所）
・ 休日保育の推進（100→200か所）
・ 乳幼児健康支援一時預かりの推進（200→275市町村）
・ 地域子育て支援センターの整備（1,800→2,100か所）
・ 一時保育の推進（1,800→2,500か所）
・ 放課後児童クラブの充実（9,500→10,000か所）

イ 母子保健医療体制の整備
・ 周産期医療ネットワークの整備（13→20都道府県）
・ 小児救急医療支援事業の推進（240→240地区( )）小児救急の確保の調整３６０地区
・ 不妊専門相談センターの整備（24→30か所）

ウ さらに、ファミリー・サポート・センター事業の総合的な展開を図る
こととし、か所数を大幅に増加（82か所→本部182か所、支部455か所）
するとともに、対象者を自営業者や家庭の主婦など子どもを持つすべて
の者に拡大することや保育所との連携の強化を行うことなど、地域の
子育て支援機能の強化を図ることとしており、関係部局等と連携のもと
積極的な取組をお願いしたい。

③ 地方公共団体における少子化対策への取組について
少子化対策推進基本方針においては 「地方公共団体においては、本基、

本方針の策定趣旨 内容を踏まえ 少子化対策の計画的な推進を図るなど、 、 、
地域の特性に応じた施策を推進するものとする」としている。都道府県、
指定都市及び中核市が実施主体となる事業について、新エンゼルプランに
沿った積極的な取組をお願いするとともに、各都道府県におかれては、
管内の市町村に対して、少子化対策推進基本方針及び新エンゼルプランの
趣旨を周知し、新エンゼルプランに沿った事業の実施を促すとともに、そ
の事業の実施のための必要な支援をお願いしたい。
また、地方公共団体において、少子化対策を推進する上で計画的な取組

みが重要であるため、教育、住宅等の関連分野を含めた施策の推進につい
て 都道府県 市町村の各段階において 関係部局・関係機関とも連携し、 、 、 、
地方版エンゼルプランの策定・見直しを含めた積極的な取組みをお願い
したい。



また、その際、幅広い住民の計画策定への参加、地方版エンゼルプラン
の新エンゼルプランと同様の数値目標の設定などにも留意されたい。

（２）少子化対策への取組について
① 少子化への対応を推進する国民会議等について

少子化への対応の推進に当たっては、政府の施策のみならず、社会全体
の取組みとして国民的理解と広がりをもって子育て家庭を支援することが
求められている。
このため、内閣総理大臣の主宰の下で各界関係者が参加する「少子化へ

の対応を推進する国民会議」の開催に協力するとともに、国民会議の活動
を含め、少子化への対応に関し、広く国民に向けた情報発信を行うことと
している。
具体的には、平成１３年度において子育て支援基金を活用して実施され
る「少子化への取組についての全国キャンペーン （中央・地方フォーラ」
ムの開催等）を支援するほか、職場や地域における取組をテーマに「少子
化時代の企業の在り方を考えるシンポジウム（仮称 」を開催することと）
している。
少子化への対応については、地方公共団体においても、広く国民に向け

た情報提供や広報・啓発活動など引き続き取り組むことが重要であること
から、ＮＰＯなど民間団体の取組に対する支援も含め、都道府県内におけ
る取組が一層図られるよう特段の配慮をお願いしたい。

② 少子化対策臨時特例交付金について
本交付金については、平成１１年度補正予算において約２千億円を予算

計上し、全都道府県・市町村に対し、予算総額全額の執行がなされたとこ
ろである。交付金のうち、平成１１年度に各自治体で執行されなかった分
については、平成１２年度及び１３年度において市町村が設置した基金事
業として、１，０６０億円の事業実施が予定されている。
基金を設置した市町村については、事業の実施に際して、平成１３年度

末までに当該基金から所要経費を取り崩して支出することとなる。また、
当該年度末までに基金を解散し、この時点において基金に残余財産が生じ
たときは、国庫に納付しなければならないとされていることから、本交付
金の趣旨を十分踏まえ、地域における少子化対策に資する事業への最大限
の活用を図られたい。
また、都道府県におかれては、管内の市町村に対し、本交付金の適正な

実施及び早期執行について周知方よろしくお願いしたい。



③ 少子化対策資料集等について
先般、全国の都道府県及び市町村における少子化への取組事例をご報告

いただいたところであるが、これを基に、国の施策や国民会議参加団体の
地方組織の取組事例をまとめた「少子化対策資料集」を作成し、３月末に
都道府県及び市町村の担当課宛に送付することとしているので、今後の
少子化対策の推進のために活用されたい。
また、平成１３年度についても、地方における先進的な取組を引き続き

情報発信していく予定であるので、新規事業の実施、地方版エンゼルプラ
ンの見直し及び少子化に関する検討会の設置などの動きについて情報提供
をお願いしたい。



３．児童相談所の充実について
（１）児童福祉司の地方交付税措置について

平成１２年１１月に「児童虐待の防止等に関する法律」が施行され、
児童虐待相談の受付が一層増加しているところであるが、平成１３年度
の地方交付税法改正法案においては、児童虐待への対応の中心となる児
童福祉司に関して、地方交付税の積算基礎人員が増員されるとともに、
児童相談所における児童虐待対策に必要な諸経費についても積算基礎に
見込まれることとなったのでご留意の上、児童福祉司の増員等の児童虐
待対策の推進をお願いしたい。

児童相談所費 （１２年度） （１３年度）
給与費

職員 ２０人 同左A

児童福祉司（職員 ） １７人 → １９人A

職員 ４人 同左B

需用費等
９，８４７千円 → １７，５４０千円

〔＊標準団体（人口１７０万人）当たり〕

（２）児童福祉司の任用資格認定通信教育について
平成１３年度、児童福祉法第１１条第１項１号に規定する厚生労働大

臣の指定する講習会の課程を通信制により開設し、児童福祉司の人材養
成を行うこととしているので、児童福祉司を希望する職員の受講につい
てご配意をお願いする。
なお、本講習については、職員の専門性向上の観点から現任の児童福

祉司についても積極的な活用をお願いする。
募集要領等については、通信教育を実施する全国社会福祉協議会中央

福祉学院より、社会福祉研修を担当する部局に送付しているのでご了知
願いたい。

（３）保護者へのカウンセリングの充実について
平成１３年度、児童相談所において、児童虐待をする保護者への指導

を効果的に行うため精神科医等の助言・指導を得て行うカウンセリング
強化事業（仮称）を実施することとしたので、下記に留意の上、事業実



施に向けた準備方お願いする。
なお、この事業は 「家庭支援体制緊急整備促進事業」の一事業とし、

て実施することとしている。
① 補助額 ７００千円（児童相談所１か所につき）
② 補助率 １／２
③ 実施か所数 １１４か所

（中央児童相談所及び児童虐待相談件数が多い児童相談所を予定）
④ 実施上のポイント

カウンセリング強化事業（仮称）

１ 趣旨
児童虐待に対する児童相談所の対応は、児童の保護を最優先に取り

組んできたところであるが、児童の最善の利益を図るためには、家族
の再統合を目差した積極的な指導が求められている。
児童虐待を行う保護者は、自身の被虐待体験等による心の問題を抱

えている場合もあるとも言われていることから、児童福祉司、心理判
定員等による指導に加え、精神科等の医師（以下 「精神科医等」と、
いう ）の協力を得て、保護者の指導を行うものであり、もって、児。
童の福祉の向上に資するものである。

２ 事業内容
（１） 本事業は、児童虐待問題に関して知見を有する精神科医等と嘱託

等の契約関係を締結し実施するものである。
なお、契約の内容については地域の実情を踏まえて締結して差し

支えない。

（２）精神科医等の役割は、以下の通りとする。
ア 児童虐待の相談を受理した際に行う医学的診断において、必要に
応じて診断を行うものとする。

イ 処遇会議において、必要に応じ保護者に関する処遇方針について
医学的診断に基づき、助言を行うものとする。

ウ 処遇会議において保護者に対する心理療法が必要であると決定し
た場合、心理療法を担当する職員に対し適宜助言を行うとともに必
要に応じ面接を行うものとする。

（３）留意事項
ア 本事業を円滑に実施するには、児童、保護者の状態の変化に即し



た対応が必要である。そのためには、担当する精神科医等との情報
交換を密にし、情報の共有化を図り、効果的な対応の確保に努める
こと。

イ 本事業を実施するに際し 個人情報の保護には十分留意すること、 。

（４）一時保護所事務費の支弁方法について
一時保護所の事務費については、これまで事務費単価に職員数を乗じ

て支弁してきたところであるが、平成１３年度にその方式を変更するこ
とを検討しているのでご留意願いたい。具体的な取扱いについては、お
って連絡させていただきたい。

（５）一時保護所への心理職員の配置について
平成１３年度、一時保護所に心理職員を配置し、児童の行動観察、心

理療法等を行い、虐待を受けた児童の適切な保護に資することとしたの
で、下記に留意の上、事業実施に向けた準備方お願いする。

① 補助額 １，６８３千円（１０月実施）
② 補助率 １／２
③ 実施か所数 ５９か所
④ 実施上のポイント

一時保護児童処遇促進事業（仮称）

１ 目 的
本事業は 「児童虐待の防止等に関する法律 （平成１２年法律、 」

第８２号）が平成１２年１１月２０日に施行されたことに鑑み、一
時保護所に心理職員を配置し、児童の行動観察、心理療法等を行い
虐待を受けた児童の適切な保護に資するものである。

２ 実施主体
本事業の実施主体は、都道府県・指定都市とする。

３ 事業の内容
（１）心理職員の配置

中央児童相談所に付設する一時保護所に心理職員を配置し、下記
の業務を行う。なお、地域の実情により配置する一時保護所は変更
できるものである。



（２）心理職員の業務
① 生活場面での面接
② 行動観察
③ 心理療法
④ その他必要な事項

（３）心理職員の資格
心理職員は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大

学において、心理学を専修する学科又はこれに相当する課程を修め
て卒業した者とする。

４ 留意事項
（１）児童相談所において児童虐待相談が一層増加することが予想される

ので、一時保護所へ専任の心理職員を配置し、一時保護児童への心理
的ケアを充実するものであること。

（２）一時保護期間において、行動観察、心理療法を効果的に実施するた
めには、特定場面に限定して対応するだけでなく、生活場面を積極的
に活用するものであること。

（３）当該心理職員は、中央児童相談所に付設する一時保護所に配置する
ものであるが、必要に応じ他の一時保護所の児童に対しても指導に当
たること。

（６）一時保護所の施設整備費補助基準面積の改善について
平成１３年度、一時保護児童の生活の質の向上に資するため一時保護

所の施設整備費補助基準面積を９．９ から１８．４ に改善すること㎡ ㎡

としているので、一時保護所の積極的な改善をお願いする。



４．児童福祉施設の整備及び運営等について
（１）児童福祉施設の整備について

① 平成１３年度予算（案）の状況について
ア 社会福祉施設等施設整備費

施設整備費については、平成１２年度補正予算において８０２億円、
さらに平成１３年度予算（案）として１，３６６億円、合わせて
２，１６８億円を予算計上し、特別養護老人ホーム等の介護関連施設、
多機能保育所、障害者プラン等にかかる施設整備の着実な推進を図る
こととしている。

【雇用均等・児童家庭局関係の具体的な内容】
（ア）多機能保育所整備分として、従来からの整備量に加えて７２億

６，８００万円を計上し、新エンゼルプラン（平成１２年度～平成
１６年度）を踏まえて老朽化している保育所の改築、地域の需要に
応じた保育所の多機能化を図るための整備や都市部における保育所の
分園等の整備を推進する。

（イ）老朽民間社会福祉施設緊急改築整備については、平成１３年度以降
も引き続き５年計画により整備の促進を図ることとし、３８億
９，４００万円を計上し、災害に強く、快適な居住空間を備えた施設
への改築整備を推進する。

（ウ）一般整備分として、１００億４，３００万円を計上し、上記以外の
その他の施設整備についても所要の整備量を確保する。

イ 平成１３年度における改定事項
（ア）児童養護施設等の心理療法室の整備

児童養護施設においては、従来から不登校児童のみならず虐待を
受けた児童の心のケアも行っており、これを明確化するため、現行の
対象児童を名称とした不登校児童等治療室を心理療法室に名称変更し
て整備を行う。
併せて、情緒障害児短期治療施設の不登校児等治療室の名称も上記

と同様に心理療法室に変更する。
（イ）児童養護施設及び乳児院の親子生活訓練室の整備

虐待等により児童養護施設や乳児院に入所した児童に対しては、
施設において心のケアが行われ、保護者等に対しては児童相談所に
よる在宅指導が行われることとなるが、再び保護者等と子が一緒に
暮らせるようにするためのステップとして、家庭復帰後の良好な親子



関係を構築するための「親子生活訓練室」の整備を行う。
○ 一施設当たり ２９．８㎡を加算

（ウ）一時保護所（児童相談所）の補助基準面積の拡大
虐待を受けた児童の受入の増加による居室、遊戯室、学習室及び

保護者の面談室の整備を行うための補助基準面積の改善を行う。
○ ９．９㎡ → １８．４㎡

（エ）地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転整備計画の
延長及び対象区域の拡大
平成１３年度以降も計画の延長を行うとともに、危険区域の見直し

を行い、より一層の整備の促進を図る。
○第５次計画の策定（平成１３年度～１７年度）
○危険区域の見直し

土砂災害等により被害のおそれがあると都道府県等において
指定している区域

○社会福祉・医療事業団における無利子融資の延長

ウ 社会福祉施設等設備整備費
設備整備費については、平成１２年度補正予算において１億円、さら

に平成１３年度予算（案）として１０１億円、合わせて１０２億円を
予算計上し、施設整備量に対応した必要な額を確保したところである。

② 平成１３年度の整備方針等について
ア 基本的整備方針

児童福祉施設の整備については、各都道府県等における老朽施設の
実態や近年の入所児童の動向など施設全体の状況を踏まえ、計画的な
整備が図られるよう配慮されたい。
平成１３年度においては，次の事項を基本として整備を図ることとし

ているが、限られた財源を効率的かつ有効に活用する見地から、施設
整備の事業内容を十分吟味した上で、必要な整備を行うこととしている。

（ア）保育所の整備については、低年齢児を中心とする待機児童の解消を
第一に考慮し、待機児童解消を図るための創設、増築や低年齢児の
受入れ拡大を図るための乳児室・ほふく室等の整備や内部改修工事、
余裕教室等を活用した改築整備の促進、都市部における保育所分園の
整備の促進を図るとともに、「重点的に推進すべき少子化対策の具体
的実施計画」（新エンゼルプラン）を踏まえて、老朽化している保育
所の改築に併せて、地域における子育て支援のための子育て支援相談
室等の整備、一時保育事業のための保育室等の整備、乳幼児健康支援
一時預かり事業のための保育室等の整備など、地域の実情に応じつつ



創意工夫を重ねて、積極的かつ効果的な整備を推進する。
（イ）児童養護施設の被虐待児童受入れのための体制整備や大部屋解消等

のための整備のほか、子育て支援短期利用事業等地域のニーズに合っ
た事業を積極的に実施する整備や既存の社会資源を有効活用するため、
公立学校の余裕教室等の子育て支援のための拠点施設等への転用整備
を推進する。

（ウ）施設入所児童等の安全性を確保するとともに、居住環境、保健衛生
等処遇の一層の向上を図る観点から、老朽施設の改築、大規模修繕等
の整備を推進する。
なお、この場合、建設後の経過年数及び老朽度を重視するとともに、

火災、地震等の防災対策にも十分配慮する。

イ 平成１３年度施設整備費の国庫補助協議について
社会福祉施設整備費の国庫補助協議については、既に通知していると

ころであるが、「社会福祉法人の認可について（平成１２年１２月１日
障第８９０号、社援発第２６１８号、老発第７９４号、児発第９０８
号）」、「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会
福祉施設に対する指導監督の徹底について（平成９年３月２８日社援企
第６８号）」等を踏まえ、協議対象施設の選定をしていただいている
ところであり、引き続き法人審査について万全を期されたい。

ウ その他の留意事項
（ア）補助金の富裕団体の調整について

富裕団体向けの補助金等の調整については、平成１３年度において
も、引き続き補助金等の整理合理化の一環として富裕団体に対して
調整措置を講ずることとしているので了知願いたい。

（イ）鉄骨造等の国庫補助基準単価の適用について
建物が従来の鉄筋コンクリート、ブロック、木造に該当しない構造

における国庫補助基準単価の適用については、平成１３年度事業より
次のように取り扱うこととするので了知願いたい。
ア）鉄骨鉄筋コンクリート造については「鉄筋」単価を適用する。
イ）鉄骨構造、その他の構造の場合で、強度・耐久性が鉄筋コンクリ
ート造と同等の工法である場合は、「鉄筋」単価を用い、その他は
「ブロック」単価を用いる。
なお、「鉄筋」単価を用いる場合は、強度・耐久性が鉄筋コンク

リート造と同等である旨を証明する書類（都道府県市の建築課また
は一級建築士等による証明）を添付すること。



③ 社会福祉施設整備業務の再点検等について
平成９年３月３１日に取りまとめた「施設整備事業等の再点検のための

調査委員会報告書」で明らかにしたとおり、各都道府県市が行う契約手続
に準拠、一括下請負の禁止などを補助金の交付の条件とすること等建設
工事の適正化、補助金交付対象施設の明確化等の措置を講じ周知徹底を
図っているところである。
各都道府県市におかれては、施設整備業務のさらなる再点検、都道府県

部課長会議等での指導の徹底や未然防止策の検討など再発防止対策に万全
を期されたい。
また、施設整備等を行う社会福祉法人がその施設の建設工事請負業者等

から多額の寄付を受けることについては、いわゆる水増契約をして請負
業者等からリベートを受けたとの疑惑をもたれる恐れがある。
建設費の相当部分が公費や社会福祉・医療事業団からの公的融資により

賄われている事業であることに鑑み、社会通念に照らし、疑惑をもたれる
恐れがある寄付金等に関して、今後、以下の基本的な考え方に基づき、
必要な通知の改正を予定しているのでご了知願いたい。

寄付金等の取扱いについての基本的な考え方

１．補助事業を行う社会福祉法人は、当該事業に関わる建設工事請負
業者又は備品納入業者から寄付金を受領する行為（ただし、共同
募金会に対してなされた寄付金を除く。）及び実質的に当該法人が
寄付金を受領したものとみなされる行為をしてはならない。（これ
を補助金の交付の条件とする。）
① 建設工事請負業者又は備品納入業者
・当該事業に関して、当該法人と請負契約等を締結した業者及び
その下請業者

・上記業者の役員（個人）
② 寄付金
・現金及び有価証券全般（使途を当該事業に指定していないもの
も含む。）

・現物（社会常識を超えない程度のものを除く。）
③ 実質的に当該法人が寄付金を受領したものとみなされる行為
・当該法人へ寄付を行う者が請負業者等から金銭を受領する
こと。

・上記以外の場合で、法人の理事、監事、評議員及び職員が請負
業者等から金銭を受領すること。



２．仮に、１の条件に違反していた事実が判明した場合は、その金額
を総事業費から差し引き、補助金の再算定を行った結果、過大に
補助金を受給していた場合は、交付決定の一部を取り消し、過大
受給した補助金の返還を求めることとする。

さらに、不正受給の事実が発覚した場合には、補助金を返還させること
はもとより、不正に関与していた者についての告発を行うなど、厳正な
対処をお願いする。

④ 木材利用の推進について
「社会福祉施設等における木材利用の推進について（平成９年３月６日

社援施第３７号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人
保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）」により、木材の積極的な活用に
ついてご配慮をお願いしているところであり、また林野庁から「公共施設
等における木材の利用促進について（平成１０年１月１４日９－１０林野
庁木材流通課長通知）」により、木材の利用の一層の協力依頼があるとこ
ろである。
木材・木製品の積極的な利用については、児童や高齢者等にとって精神

的なゆとりと安らぎのある生活環境づくりや林業・木材産業や山村地域の
活性化、環境問題への対応や森林整備を通じた国土保全の観点からも重要
であると考えており、社会福祉施設の整備に当たっては、内装等への木材
の利用や木製品の利用など積極的な活用にご配慮頂くと共に、貴管内の市
町村及び社会福祉法人等に対しても、木材の利用促進の周知方よろしく
ご配慮願いたい。

⑤ 社会福祉施設等におけるＰＣＢ使用安定器の事故に関する対策について
業務用・施設用蛍光灯等のＰＣＢ使用安定器については昭和４７年に

製造が中止されているが、現在でも一部の施設において使用が続けられて
いる実態がある。
こうした状況の中、先般、八王子市等の小学校で耐用年数が過ぎた蛍光

灯用のＰＣＢ使用安定器が破裂し、ＰＣＢ絶縁油が小学生の身体に付着
するという事件が発生した。
こうした事件は、国民の健康を保持する上で見過ごすことのできない

事態であることから政府一体となって対策に取り組む旨閣議了解された
ところである。
ついては、貴管内の社会福祉施設等においても、ＰＣＢ使用安定器の

安全対策について周知徹底を図るとともに、使用・保管実態の調査につい
てご協力方お願いしたい。



（２）児童福祉施設の運営について
① 適正な運営管理の推進について

児童福祉施設の運営費の運用及び指導については、従来から適正な指導
をお願いしているところであるが、運営費の不正使用などの不祥事により
児童福祉施設に対する国民の信頼を著しく損なうことのないよう、指導
監査の結果を踏まえた運営の指導にあたる等、指導監査担当課等との連携
を図り、適正な施設運営について引き続き指導をお願いしたい。

② 感染症予防対策について
児童福祉施設における感染症予防対策については、従来より特段の指導

をお願いしているところであるが、今後も引き続き十分な対応を図ること
が必要である。
特に、インフルエンザの対応については、毎年冬季に流行を繰り返し、

患者数の多さや、症状の重篤性から国民の健康に対して大きな影響を与え
ている感染症であり、さらに、近年は、乳幼児における脳炎・脳症の問題
等が指摘されているところであり、児童福祉施設においても十分な注意が
必要とされているところである。
ついては、「社会福祉施設における今冬のインフルエンザ総合対策の推

進について」（平成１２年１１月１０日社援施第４６号）、「社会福祉施
設等における結核感染の予防について」（平成１１年１０月１５日社援施
第４０号）、「社会福祉施設におけるレジオネラ症防止対策について」
（平成１１年１１月２６日社援施第４７号）等を踏まえ、貴管内の児童福
祉施設に対して適切な指導をお願いしたい。

（３）児童福祉施設の防災対策について
① 児童福祉施設の防災対策の取組について

児童福祉施設の防災対策については、入所児童等の安全確保の観点から、
「社会福祉施設における防火安全対策の強化について」（昭和６２年９月
１８日社施第１０７号社会局長、児童家庭局長連名通知）等の趣旨を踏ま
え、貴管内の児童福祉施設に対し指導を願っているところである。施設の
運営上、入所者の安全確保は最重要課題であることを再認識いただき、
スプリンクラー設備、屋内消火栓設備の整備及び夜間防火管理体制の整備
など、施設における具体的、効果的な防災対策に万全を期すよう貴管内の
児童福祉施設に対する指導の一層の徹底に努められたい。
施設整備費においても、入所児童等の防災対策、処遇改善の観点から、

防災対策に配慮した整備を優先的に採択することとしている。また、措置
費・保育所運営費においても、地域住民との連携による合同避難訓練や



避難用具の整備等を行う総合防災対策強化事業を施設機能強化推進費の
メニュー事業として算入しているところであり、これらの制度の活用を
図り、児童福祉施設の防災対策の充実をお願いしたい。
特に地すべり防止区域等災害発生のおそれがあるとして指定されている

地域等に所在している児童福祉施設については、「災害弱者関連施設に
係る土砂災害対策の実施について（平成１１年１月２９日社援第２１２
号）」をもって、関係省庁と連携して、児童福祉施設等の立地状況を踏ま
えた総合的な土砂対策を講じるよう通知しているところであるが、各都道
府県市におかれても、次の事項に留意しつつ、適切な措置をとるようお願
いしたい。

ア 関係部局との連絡体制の緊密化
施設の防災対策の整備のためには、土砂災害に関する知識の向上、

土砂災害危険か所等、避難場所、警戒避難基準等の情報提供等、総合的
な支援体制が必要である。そのため、管理者に対して、防災対策に関し
て総合的な指導がされるよう、各都道府県等において、関連部局との
連携・連絡体制を緊密にされるようお願いしたい。

イ 地域住民等も交えた避難訓練の実施
施設における避難訓練については、従前から各施設の設備及び運営に

関する基準等において、定期的に行うこととするとともに、指導監査に
おいても重要な項目として指導をお願いしているところである。
施設における防災対策としては、地域消防機関、自主防災組織、地域

住民等との連絡・連携体制を確立することが重要であり、避難訓練の
実施に当たっては、地域消防機関、自主防災組織、地域住民等が参加し
たものを実施するよう、施設に対して一層の周知徹底をお願いしたい。

② 被災施設の早期復旧について
社会福祉施設等災害復旧事務の取扱いについては、「社会福祉施設災害

復旧費国庫負担（補助）の協議について」（平成７年３月３０日社援施
第７６号社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）に
より、災害発生後速やかに、雇用均等・児童家庭局所管施設については、
雇用均等・児童家庭局総務課に報告をお願いするとともに、災害復旧事業
の早期整備を図り、施設運営に支障が生じないよう指導の徹底をお願い
したい。

③ 防災拠点型地域交流スペースの整備について
災害時における児童・高齢者等の要援護者は、体育館等を活用して設置



される通常の避難所では生活スペースを確保することや福祉サービスの
提供を受けることが、極めて困難になることが多い。
このため、平成１２年度補正予算において、これら要援護者に対する

処遇を確保するため、従来の地域交流スペースの整備に併せて、被災
要援護者の受入れが可能となる設備等を備えたスペースを一体的に整備
するものを対象とし、施設整備では３５，０００千円、設備整備では
３，９００千円を定額で補助することとしたので、防災関係部局とも連携
を図り、計画的な整備を図られたい。



５．平成１３年度児童福祉行政指導監査の実施について

児童福祉施設等に対する指導監査の実施については、児童福祉行政の適正
かつ円滑なる実施の確保を図るための技術的助言の一環として、平成１２年
４月２５日児発第４７１号厚生省児童家庭局長通知「児童福祉行政指導監査の
実施について」の別紙「児童福祉行政指導監査実施要綱」をお示ししたところ
であるので、引き続きこれを参考の上、適切な指導監査の実施を図られるよう
お願いしたい。

（１）社会福祉法人の運営の適正化について
これまで国が行ってきた指導監査の結果等から、社会福祉法人の運営状況

については、理事会の開催及び監事監査が形骸化され、形式的となっている
事例が多く見受けられた。
社会福祉法人に対する規制緩和が行われ、その主体性の向上が図られて

いく中で、社会福祉法人のもつ公共性・公益性に鑑みて、社会福祉法人の
役員の責務の重要性についてさらに指導の強化を図る必要がある。
ついては、指導監査部門と事業主管部門とが常に十分な連携を図りつつ、

社会福祉法人及びその運営する施設の実態の的確な把握及び情報の共有化を
図り、これら法人・施設の実情を踏まえた指導監督が一体的・効率的に行わ
れるようお願いしたい。
なお、問題を有する法人に対しては、問題発生の原因や経緯を把握し、

解決に向けた具体的方針等を作成し、継続的に指導されるようお願いしたい。

（２）児童福祉施設の運営の適正化について
児童福祉施設の指導監査に当たっては、

① 職員処遇及び非常災害・危険防止等の運営管理に関する事項、
② 処遇計画の作成・検討、入所児童等の意見表明の機会の確保・懲戒権
濫用の禁止、給食の状況及び健康管理等の入所者処遇に関する事項、

③ 経理規程の遵守及び予算決算の適正な執行等の財務管理に関する事項、
等に配慮し、施設全般にわたって指導をお願いしたい。
特に、児童養護施設等入所児童等の処遇については、児童等の最善の利益

に配慮し、苦情解決のためのしくみが設けられているか、体罰等懲戒権が
濫用されていないか等人権に配慮した適切な運営が行われるよう指導をお願
いする。特に体罰等の懲戒権の濫用については、児童養護施設等における
体罰の事例もあり、社会問題化しているところであるから、その未然防止に
向けて特に厳正な指導監査を行われるようお願いしたい。
なお、児童の自立支援計画の策定・実践等を通じて進学・就労等の選択に

際し、児童の意向等に十分配慮し、児童の自立への支援の状況等についても



留意して、指導監督を行うよう配意をお願いしたい。

（３）保育所入所事務の適正な実施について
保育所への入所については、市町村や保育所の提供する情報に基づき、

保護者等が希望する保育所を選択して申し込みを行うこととされているが、
一部市町村において情報の内容が不十分な面が見られるところである。
特に、市町村における入所児童の選考に当たっては、児童の家庭の状況、

地域の実情等を十分に踏まえて、市町村が定める客観的な選考方法等に基づ
き公正に行われるよう指導をお願いしたい。
また、都市部を中心に待機児童（特に低年齢児）が生じている状況であり、

定員に余裕のある保育所での受入れ、または入所の円滑化措置を活用する
など、待機児童の解消に向けたきめ細かな施策の実施について指導をお願い
したい。
情報提供の実施状況あるいは広域入所の取組みはもとより、待機児童の

解消についても、要保育児童数や保育ニーズの的確な把握を行い、保育所の
実情等をも勘案し、地域の実状にあった保育行政が行われるよう、市町村の
指導についてお願いしたい。

（４）措置費等関係事務の適正な実施について
児童入所措置費及び保育所運営費等関係事務の適正な執行を確保する観点

から、これらの事務を行う関係機関における負担金等の支弁及び徴収等経理
事務に対する指導について配慮をお願いしたい。
特に、保育所入所に係る徴収金の世帯階層区分の認定については、保護者

から必要な書類を求める等により、課税状況の的確な把握に努めるとともに、
税務関係機関との連携強化により、適正な事務が確保されるよう指導をお願
いしたい。

（５）認可外保育施設の指導監督について
認可外保育施設に対する指導監督については、平成１３年４月から、より

効果的に指導監督を行うための「認可外保育施設指導監督の指針及び指導
監督基準」を施行することとしており、近日中に通知の発出を予定している。
本通知に基づき、児童の処遇、安全や衛生の確保を期するために、設備面

のみならず、処遇面についても引き続き点検指導をお願いしたい。

（６）国における指導体制及び都道府県等に対する実地指導等について
① 国における指導体制について

従来、旧児童家庭局企画課監査指導室で実施してきた児童福祉行政関係



の指導監査については、本年１月６日発足した地方厚生局において行う
こととしている。
本省と地方厚生局の業務分担については、追って詳細をお示しすること

としているが、基本的な考え方は以下のとおりである。

【地方厚生局が行う事務】

ア 児童入所施設措置費及び保育所運営費（以下「措置費等」という。）
の監査に関すること。（厚生労働省組織規則第７１７条第１項第１号
関係）
措置費等に係る市町村に対する立入検査については、都道府県の法定

受託事務とされているが、「補助金等に係る予算の執行の適正を期する
ため必要があるとき」に都道府県が立入検査等を行う際に、国も自ら
当該事務を行うことができるものとされており、この場合、地方厚生局
が立入検査等を実施する。

イ 緊急時における児童福祉施設等に対する検査及び調査に関すること。
（同組織規則第７１７条第１項第２号関係）
児童の利益を保護する緊急の必要があると認める場合に限り、児童

福祉施設及び無認可児童福祉施設等に対して、都道府県と連携の下、
地方厚生局が立入検査等を実施する。

ウ 社会福祉法人に係る指導監督に関すること。（同組織規則第７１７条
第１項第３号関係）

② 都道府県等に対する実地指導について
児童福祉行政の円滑な実施を確保し、事務処理の適正化を図る観点から、

都道府県等が行う児童福祉施設等の指導監査事務や市町村の入所措置等に
対する指導事務について、地方自治法第２４５条の４第１項の規定に基づ
く技術的助言の実施（実地指導）を行う方向で調整しているところであり、
具体的内容が決まり次第、お知らせすることとするので、実施に当たって
は、ご協力をお願いしたい。

③ 都道府県等が実施する指導監査の結果報告について
平成１２年度の指導監査の結果報告については、提出していただく方向

で検討しており、報告内容等決まり次第、お知らせすることとするので、
ご協力をお願いしたい。



（資料７） 平成１３年度児童福祉関係主要会議等予定表

開催
月別 行 事 名 開 催 予 定 日 日数 開催場所 所 管 課
４月 第３３回愛育班員全国大会 18日 １日 東 京 都 母子保健課

全国児童厚生員野外活動研修会（春季） 25日～27日 ３日 新 潟 県 育成環境課
５月 児童福祉文化賞表彰式・発表会 11日 １日 東 京 都 育成環境課

全国児童自立支援施設長研修 24日～25日 ２日 岐 阜 県 家庭福祉課
北海道・東北ブロック児童厚生員研修会 29日～6月1日 ４日 仙 台 市 育成環境課
全国婦人保護大会 未定 ２日 東 京 都 家庭福祉課

６月 全国児童自立支援施設新任児童自立専門員研修 ４日～29日 26日 埼 玉 県 家庭福祉課
第２１３回母子保健関係者講習会 ５日～８日 ４日 東 京 都 母子保健課
全国情緒障害児短期治療施設長会議 ６日～７日 ２日 厚生労働省 家庭福祉課
全国乳児院協議会 18日～20日 ３日 石 川 県 家庭福祉課
関東・甲信越ブロック児童厚生員等研修会 19日～22日 ４日 埼 玉 県 育成環境課
第２１４回母子保健関係者講習会 20日～22日 ３日 東 京 都 母子保健課
第２３回全国母子生活支援施設職員研修会 20日～22日 ３日 神奈川県 家庭福祉課
地域組織活動指導者（母親クラブ）全国大会 21日～22日 ２日 静 岡 市 育成環境課
遺伝相談（医師）再教育研修会 23日～24日 ２日 東 京 都 母子保健課
乳児保育担当者研修会 26日～29日 ４日 千 葉 県 保 育 課
全国児童自立支援施設新任施設長研修 27日～29日 ３日 埼 玉 県 家庭福祉課
全国児童相談所長会議 下旬 １日 東 京 都 総 務 課
全国児童扶養手当支給事務打合会 未定 ２日 厚生労働省 家庭福祉課
児童養護専門職講座（前期） 未定 ４日 東 京 都 家庭福祉課

７月 全国児童厚生員野外活動研修会（夏季） ４日～６日 ３日 愛 媛 県 育成環境課
先天性代謝異常症検査技術者研修会 ５日～６日 ２日 東 京 都 母子保健課
全国児童自立支援施設課長研修 11日～13日 ３日 埼 玉 県 家庭福祉課
第２７回遺伝相談セミナー（初級コース） 12日～15日 ４日 東 京 都 母子保健課
全国情緒障害児短期治療施設職員研修会 25日～27日 ３日 京 都 市 家庭福祉課
第２９回遺伝相談（医師）カウンセラー基礎講座研修会 25日～29日 ５日 東 京 都 母子保健課
中国・四国・九州ブロック母親クラブ指導者研修会 26日～27日 ２日 北九州市 育成環境課
第３９回思春期保健セミナー（コース１） 27日～29日 ３日 岡 山 県 母子保健課
関東地区主任保育士（初任者指導保育士）研修会 31日～8月3日 ４日 東 京 都 保 育 課
母子保健体操普及講習会（東ブロック） 下旬 ２日 長 野 県 母子保健課

８月 第３回遺伝相談（医師）カウンセラー実践講座研修 １日～５日 ５日 東 京 都 母子保健課
全国児童自立支援施設学科指導関係職員研修 8日～10日 ３日 埼 玉 県 家庭福祉課
第４０回思春期保健セミナー（コースⅡ） 17日～19日 ３日 東 京 都 母子保健課
第５２回全日本少年野球大会 21日～23日 ３日 熊 本 県 家庭福祉課
周産期医療研修（医師コース） 27日～9月1日 ６日 東 京 都 母子保健課
児童環境調査全国担当者会議 下旬 １日 東 京 都 総 務 課

９月 近畿・中国・四国地区主任保育士（初任者指導者保育士）研修
会及び保育所保育指針講習会 ４日～７日 ４日 大 阪 市 保 育 課
中国・四国・九州ブロック児童厚生員等研修会 ４日～７日 ４日 徳 島 市 育成環境課
北海道・東北・関東ブロック母親クラブ指導者研修会 ６日～７日 ２日 栃 木 県 育成環境課
全国母子寡婦指導者研修大会 ９日 １日 歌 山 県 母子保健課
全国児童自立支援施設中堅研修会 10日～14日 ５日 埼 玉 県 家庭福祉課
第３１回思春期保健セミナー（コースⅡ） 14日～16日 ３日 東 京 都 母子保健課
北海道・東北地区主任保育士（初任者指導保育士）研修会
及び保育所保育指針講習会 18日～21日 ４日 秋 田 県 保 育 課
全国児童館長研修会 20日～21日 ２日 山 口 県 育成環境課
平成１３年度母子保健家族計画全国大会 19日～21日 ３日 山 口 県 母子保健課
全国保育士養成セミナー 26日～27日 ２日 北 海 道 保 育 課
乳幼児の事故防止セミナー 29日～30日 ２日 東 京 都 母子保健課
全国児童相談所職員研修会（心理判定員の部） 中 旬 ３日 東 京 都 総 務 課
全国児童相談所職員研修会（一時保護所の部） 下 旬 ３日 東 京 都 総 務 課



開催
月別 行 事 名 開 催 予 定 日 日数 開催場所 所 管 課
10月 母子保健強調月間 １日～31日 全 国 母子保健課１ヶ月

東海・近畿・北陸ブロック児童厚生研修会 ２日～５日 ４日 大 阪 市 育成環境課
全国乳児院研修会 ３日～５日 ３日 静 岡 県 家庭福祉課
第４７回全国里親大会 ６日 １日 北 海 道 家庭福祉課
全国児童自立支援施設職員研修会 10日～12日 ３日 栃 木 県 家庭福祉課
全国児童自立支援施設児童自立支援専門員研修 15日～19日 ５日 埼 玉 県 家庭福祉課
全国児童自立支援施設職員研修（児童自立支援専門員） 16日～20日 ５日 埼 玉 県 家庭福祉課
全国児童厚生員野外活動研修会（秋季） 17日～19日 ３日 横 浜 市 育成環境課
全国保育研究大会 17日～19日 ３日 島 根 県 保 育 課
全国民生委員児童委員大会 18日～19日 ２日 福 井 県 育成環境課
第１ブロック児童福祉施設給食関係者研修会 18日～19日 ２日 埼 玉 県 母子保健課
第２１回中高年女性保健セミナー（コースⅠ） 19日～21日 ３日 東 京 都 母子保健課
東日本ブロック中堅児童厚生員研修会 23日～26日 ４日 仙 台 市 育成環境課
第４ブロック児童福祉施設給食関係者研修会 25日～26日 ２日 大 分 県 母子保健課
第４５回全国母子生活支援施設研究大会 24日～26日 ３日 宮 崎 市 家庭福祉課
第３２回思春期保健セミナー（コースⅡ） 26日～28日 ３日 東 京 都 母子保健課
少子化時代の企業の在り方を考えるシンポジウム（仮称） 未定 １日 未 定 職 業 家 庭

両 立 課
11月 第２ブロック児童福祉施設給食関係者研修会 １日～２日 ２日 愛 知 県 母子保健課

全国児童自立支援施設児童生活支援員研修会 ５日～９日 ５日 埼 玉 県 家庭福祉課
周産期医療研修会（看護Aコース） ５日～14日 10日 東 京 都 母子保健課
中部・近畿ブロック母親クラブ指導者研修会 ６日～９日 ２日 新 潟 市 育成環境課
西日本ブロック中堅児童厚生員研修会 ６日～９日 ４日 岡 山 県 育成環境課
第３ブロック児童福祉施設給食関係者研修会 ８日～９日 ２日 広 島 県 母子保健課
全国児童自立支援施設職員研修会（児童生活支援員） ９日～10日 ４日 埼 玉 県 家庭福祉課
北信越・東海地区主任保育士（初任者指導保育士）研修会
及び保育所保育指針講習会 ９日～12日 １日 長 野 市 保 育 課
第５５回全国児童養護施設長研究協議会 12日～14日 ３日 横 浜 市 家庭福祉課
東日本児童養護施設職員研修会 19日～21日 ３日 福 井 県 家庭福祉課
西日本児童養護施設職員研修会 28日～30日 ３日 大 阪 市 家庭福祉課
全国保育士会研究大会 29日～12月1日 ３日 滋 賀 県 保 育 課
全国児童相談所心理判定セミナー 上 旬 ５日 千 葉 市 総 務 課
家庭相談員全国研修 下 旬 ３日 神奈川県 総 務 課
全国へき地保育所保育士研修会 未 定 ４日 東 京 都 保 育 課
全国婦人相談所及び婦人保護主管係長研究協議会 未 定 ２日 栃 木 県 家庭福祉課

12月 地域子育て支援センター担当者研修会（第２回） ４日～７日 ４日 東 京 都 保 育 課
周産期医療研修会（看護ＢⅠコース） ４日～８日 ５日 東 京 都 母子保健課
第３回遺伝相談セミナー（上級コース） ５日～８日 ４日 東 京 都 母子保健課
第４０回思春期保健セミナー（コースⅢ） ７日～９日 ３日 香 川 県 母子保健課
地域子育て支援センター担当者研修会（第３回） 11日～14日 ４日 東 京 都 保 育 課
周産期医療研修会（看護ＢⅡコース） 11日～15日 ５日 東 京 都 母子保健課

１月 遺伝相談（医師）再教育研修会 5日～6日 ２日 東 京 都 母子保健課
第４１回思春期保健セミナー（コースⅢ） 11日～13日 ３日 千 葉 県 母子保健課
児童相談所職員研修（第１グループ） 16日～18日 ３日 埼 玉 県 総 務 課
全国児童厚生員指導者養成研修会 21日～25日 ５日 東 京 都 育成環境課
九州地区主任保育士（初任者指導保育士）研修会
及び保育所保育指針講習会 22日～25日 ４日 鹿児島市 保 育 課
児童相談所職員研修（第２グループ） 30日～2/1 ３日 埼 玉 県 総 務 課
全国民生・衛生主管部（局）長会議 未 定 １日 厚生労働省 官房総務課
全国保育士研修会 未 定 ３日 未 定 保 育 課
児童養護施設専門職講座（後期） 未 定 ４日 神奈川県 家庭福祉課



開催
月別 行 事 名 開 催 予 定 日 日数 開催場所 所 管 課
２月 第６回中高年女性保健セミナー（コースⅡ） １日～３日 ３日 東 京 都 母子保健課

第２１５回母子保健関係者講習会 ５日～８日 ４日 東 京 都 母子保健課
全国児童厚生員野外活動研修会（冬季） ６日～８日 ３日 北 海 道 育成環境課
保育所長ゼミナール ６日～８日 ３日 千 葉 県 保 育 課
児童虐待対応関係機関職員研修 13日～15日 ３日 埼 玉 県 家庭福祉課
全国母子保健主管課長会議 13日～16日 ３日 佐 賀 県 母子保健課
母子保健専門指導員研修会 18日～3月8日 19日 東 京 都 母子保健課
障害児保育担当者研修会 上 旬 １日 埼 玉 県 保 育 課
全国母子保健主管課長会議 下 旬 １日 東 京 都 母子保健課
母と子の心の健康づくり中央研修会 未 定 ２日 東 京 都 母子保健課
第５回不妊相談セミナー 未 定 ２日 東 京 都 母子保健課
全国保育所長研修会 未 定 ３日 未 定 保 育 課

３月 全国家庭福祉施策担当係長会議 中 旬 １日 厚生労働省 家庭福祉課
全国保育課関係事務担当者会議 中 旬 １日 厚生労働省 保 育 課
第１７回リプロ・ヘルス事業研究会 未 定 １日 東 京 都 母子保健課
全国児童福祉主管課長会議 未 定 １日 厚生労働省 総 務 課

未定 母子保健体操普及講習会（東ブロック） 未 定 ２日 富 山 県 母子保健課
母子保健体操普及講習会（西ブロック） 未 定 ２日 未 定 母子保健課
第２回思春期保健セミナー（コースⅣ） 未 定 ３日 未 定 母子保健課
思春期の性と健康シンポジウム 母子保健課

南関東ブロック 未 定 １日 東 京 都 母子保健課
北陸・甲信越ブロック 未 定 １日 未 定 母子保健課
中国四国ブロック 未 定 １日 未 定 母子保健課

ブロック別母子保健主管課長会議及び研修会 母子保健課
北海道・東北ブロック 未 定 ２日 山 形 県 母子保健課
関東・甲信越ブロック 未 定 ２日 新 潟 県 母子保健課
東海・北陸・近畿ブロック 未 定 ２日 愛 知 県 母子保健課
中国・四国ブロック 未 定 ２日 広 島 県 母子保健課
九州・沖縄ブロック 未 定 ２日 鹿児島県 母子保健課



（家庭福祉課関係）

１ 児童自立支援施策について
（１）児童自立支援施設について

① 入所児童の就学について
平成９年に児童福祉法が改正され、施設長に就学義務が課せられたにも

かかわらず、学校教育の実施状況は平成１２年度現在、５７施設中１７
施設にとどまっている。平成１３、１４年度の導入予定においても、それ
ぞれ９施設と低調の見込みである。（資料１参照）厚生労働省としては、
学校教育実施促進事業を継続して実施するとともに、文部科学省と連携を
図りながら、入所児童が早期に就学できるよう努めているところであり、
導入計画未定の各自治体においては、民生主管部局と教育委員会が密接に
連携を取りながら、早期に就学ができるよう引き続き一層のご尽力をお願
いする。

② 児童自立支援施設の活用
児童福祉法の改正により、入所の目的や名称の変更、対象児童の見直し

等が行われたにもかかわらず 過去５年間の充足率は５０％以下と低調で、 、
改正の目的が達成されていない。一方、平成１１年に国立武蔵野学院が行
った実態調査によれば、児童自立支援施設の入所児童の約６割が虐待を経
験していたという結果も出ている。
児童自立支援施設においては、生活指導等を要する児童を入所させ処遇

してきており、被虐待児に対しても処遇の効果が期待されることから、児
童相談所等との連携のもと 児童自立支援施設の積極的な活用を願いたい、 。

（２）入所児童の権利擁護の確立について
入所児童の適切な処遇の確保等については、平成１０年度、児童福祉施設

最低基準を改正し、施設長の懲戒に係る権限の濫用を禁止する規定を明確に
し、その徹底を図ってきたところである。また、昨年改正された社会福祉法
により、社会福祉事業の経営者に対して「情報の提供」「自主評価や第三者
評価等による福祉サービスの質の向上のための措置等」「苦情の解決」の努
力義務が課せられるとともに（同部分については平成１２年６月施行）、児
童福祉施設最低基準において全ての児童福祉施設に対して苦情解決のしくみ
の導入・実施等について義務化 平成１２年９月施行 されたところである（ ） 。
更に、児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年１１月２０日施行）に

より、保護者による児童虐待の禁止が徹底されているところである。
これらを踏まえて、先般、貴管内児童養護施設等の処遇に係る調査をお願



いしたところ、懲戒に係る権限の濫用の防止のために、児童の権利擁護に関
する施設内職員研修の実施や、自治会等による児童の意向を表明する機会を
確保するなど、様々な工夫と努力をなされているという結果が得られた。
（資料２参照）しかしながら、一方、施設の運営を巡る問題が生じている施
設も見られるので、今後とも、工夫を生かして入所児童に対し健全育成と権
利擁護が図られるよう 管内施設の運営指導 児童相談所による技術的支援、 、 、
職員研修の充実等引き続き努力されるとともに、児童福祉施設入所児童支援
事業にも積極的に取り組まれるようお願いする。

【児童福祉施設入所児童支援事業】
① 児童の処遇評価事業
第三者による評価委員会を設置し、委員は、児童福祉施設に赴き、

入所児童やその家族、職員等から事情を聴取したうえで、各施設に
ついての「第三者評価基準」を参考に児童の処遇を評価し、施設関係
者に処遇水準の向上に向けた必要な助言・指導を行う。

② 子ども苦情相談事業
入所児童からの相談に応じるため、委託された公益法人等に相談窓

口を設置し、評価委員会は、相談内容の報告を受けるとともに、必要
に応じて施設への助言・指導を実施する。



２ 児童虐待防止対策の推進について
（１）児童虐待に対する広報・啓発について

平成 年 月に施行された児童虐待の防止等に関する法律においては、12 11

「学校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、保健婦、弁護士その他児童の
福祉に職務上関係のある者は、児童虐待を発見しやすい立場にあることを自
覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならない（第５条）」と規定され
たところである。
このため、法律の趣旨を踏まえ迅速な対応を図る観点から、平成１２年度

補正予算において、児童虐待を発見しやすい立場にある者を対象に子ども虐
待防止のリーフレット「相談してくれてありがとう」を１，６００万部作成
し、平成１３年３月までに配布することにより、児童虐待の通告義務の周知
と自覚を促すこととしているので、関係者への早期配布方をお願いする。
なお、多くの部数の配布をお願いすることとなるため、市町村から関係者

への配布を簡便にする方法として１００部単位で包装し、希望部数を送付す
ることとしているのでご了知願いたい。

（２）里親制度の促進について
児童の健全な発達においては、乳幼児期の愛着関係の形成が極めて重要で

あり、できる限り家庭的環境の中で養育されることが大切である。特に、児
童虐待など、児童を取りまく問題が深刻化、多様化する中、家庭での養育に
欠ける児童を、暖かい愛情と正しい理解を持った家庭の中で養育する里親制
度への期待は増々大きくなっているところである。しかしながら、現状では
里親登録数、委託里子数とも年々漸減している。そのため、児童相談所や児
童養護施設等と連携を図りながら、説明等を行うことにより、里親制度の普
及促進や里親の開拓を図るとともに 里親制度の積極的な活用をお願いする、 。

（３）児童養護施設等の職員配置について
① 被虐待児個別対応職員の配置
被虐待児については、過度な甘えや、過敏反応、他児への暴力、不眠傾向

などが見られ、他児への影響が大きく集団生活に不適応な状態をきたす場合
があり、集団の中ではできない個人的な受け止めの場を用意し、職員と児童
との１対１の関係の中で安全感と安心感を確保し、その児童と職員との信頼
感を形成していくことが重要である。
そのため、定員５０人以上の児童養護施設において、例えば豊富な知識と

経験を有する主任児童指導員または同等の職員１人が被虐待児個別対応職員
として交代制勤務から外れ、従来行ってきた児童指導員等への助言指導、里
親への紹介等に加え、入所児の個別面接や、生活場面での１対１の対応、保



護者への援助等にあたることができる環境を整え、被虐待児の処遇の充実を
図ることとしたので、積極的な取組をお願いする。

② 心理療法担当職員の配置
児童虐待により心的外傷を受けた児童に対しては、遊戯療法や箱庭療法等

の心理療法により心の傷を癒し、又、親子関係の再構築を図るために保護者
へのカウンセリングや家族療法等を行うことが有効といわれている。
このため、大学で心理学を修め心理療法の技術を有する者を、児童養護施

設等（児童養護施設２９８か所、乳児院４０か所、母子生活支援施設８６か
所）に週５日間程度勤務する非常勤職員として配置し、児童及びその保護者
の心のケアを行うこととしたので、積極的な取組をお願いする。
なお、この経費の中に積算されている訪問指導旅費については、従前の月

２回から月１０回と大幅な予算措置の増を図ったところであるので、児童相
談所等と連携を図りながら、これまでにも増して保護者への定期的な助言・
援助を行い、被虐待児の処遇の一層の充実を図ることをお願いする。（嘱託
の精神科医についてはこれまでの月１日分で変わらず ）。

（４）児童福祉施設の整備について
① 児童養護施設等の整備について

児童養護施設等における虐待を受けた児童への処遇体制を整えるため、
下記に掲げる措置を講じることとしたので、管内市町村及び社会福祉法人
等への指導をお願いする。
ア 心理療法室の整備

児童養護施設においては、従来から不登校児童のみならず虐待を受け
た児童の心のケアも行っており、これを明確化するため、現行の対象
児童を名称とした不登校児童等治療室を平成 年度から心理療法室に13

名称変更して整備を行うこととした。
併せて、情緒障害児短期治療施設の不登校児等治療室の名称も心理療

法室に変更する。
イ 親子生活訓練室の整備

虐待等により児童養護施設や乳児院に入所した児童に対しては、再び
保護者等と子が一緒に暮らせるようにするためのステップとして、家庭
復帰後の良好な親子関係を構築するための 親子生活訓練室 を平成「 」 13

年度から整備することとした。
１施設当たり ２９．８㎡を加算

② 情緒障害児短期治療施設の整備
全国の児童相談所における虐待相談件数は、平成 年度 件と11 11,631



急増し、それに伴い被虐待児等心理的なケアを必要とする児童も増加して
いることから、これら児童に対する専門的な治療施設として情緒障害児短
期治療施設の整備が急務である。
平成 年度においては、全国で２０か所（建設中を含む ）となる予定13 。

であるが、全県に少なくとも１か所は整備する必要がある。新設が困難な
場合には、児童養護施設の一部転換などにより、情緒障害児短期治療施設
の整備促進が図られるよう引き続き指導されたい。

③ 児童家庭支援センターの整備
同センターは、児童相談所等の関係機関と連携しつつ、地域に密着した

きめ細かい相談支援を行う施設として平成 年度に創設されたところで10

あり、虐待や非行などの問題を抱える児童、家庭を地域において支援する
ことが更に期待されることから、平成 年度予算案では、 か所（計13 10 50

か所）の増を図ることとしているので、特に、大都市を中心に整備が図ら
れるよう社会福祉法人等への指導をお願いする。

④ 児童福祉施設の改築等の推進
虐待を受けた児童の受け入れ体制を整えるため、平成 年度補正予算12

において、社会福祉法人が児童養護施設の改築等や新たに情緒障害児短期
治療施設、児童家庭支援センターを整備する場合の社会福祉・医療事業団
から借入について、社会福祉法人の負担軽減のため、特例措置を行ったと

※

ころであるが、引き続き平成 年度末まで実施することとしたので、管15

内市町村及び社会福祉法人等への指導をお願いする。
※ 特例措置の内容
・社会福祉法人等が、被虐待児童処遇のための児童養護施設の
改築等及び情緒障害児短期治療施設、児童家庭支援センターを
新設するための施設整備又は設備整備に係る費用を社会福祉・
医療事業団から借り入れた場合について、借入金の無利子及び
一定の条件に適合する場合の元本の一部を償還免除する。（老
朽民間社会福祉施設整備並び）

・上記に係る児童養護施設及び児童家庭支援センターについて、
社会福祉・医療事業団の融資率を８０％に引き上げる。

（５）虐待・思春期問題情報研修センター（仮称）の設置について
児童虐待防止等に関する法律の施行や附帯決議などを踏まえ、「虐待・思

春期問題情報研修センター（仮称）」を横浜市に設置し、児童相談所等の第
一線機関への情報提供や児童福祉関係職員の研修などの技術的支援を行うこ
とにより、深刻化する児童虐待問題や思春期問題（非行・家庭内暴力等）へ



の対応を充実強化する。
なお、平成１３年度においては、虐待・思春期問題情報研修センター（仮

称）の整備を図るとともに、研修カリキュラムの作成や関係機関等からの情
報収集を行うこととしているため、各都道府県におかれても情報収集につい
てご協力をお願いするとともに、関係機関への周知を併せてお願いする。
また、平成１４年度以降、本格的に事業を実施することとしているので研

修等への積極的な参加・利用をお願いする。



３ 母子家庭等自立支援施策の充実について
（１）就労支援対策について

先般公表した平成１０年の母子世帯等調査によると、母子家庭の経済状況
は依然として厳しい状況にあり、母子世帯の就業状況、平均の収入、公的制
度等の利用状況、困っていることの内容等から、就労支援対策が特に重要な
事項であると思われる。
厚生労働省では、母子家庭の母に対する技能講習会等の福祉対策と雇用関

係機関による就業対策の連携を図ること等により、今後とも母子家庭の自立
を支援することとしているが、各都道府県市におかれても、これまで以上に
福祉対策と雇用施策の連携を図るよう御努力願いたい。

① 母子家庭の母を取り巻く雇用環境は 現在 極めて厳しい状況下にあり、 、 、
訪問介護員（ホームヘルパー）等養成講習会事業の実施に当たっては、地
域の求職ニーズ等を踏まえ講習科目の再評価を行うなど、より就労に結び
付きやすい科目の設定に努められたい。
また、講習会修了者の雇用促進の観点から、市町村、公共職業安定所等

の関係機関とも十分連携を図るなど、就労に向けたフォローアップ体制の
充実を図られたい。

② 平成１３年度予算案においては、事業の効率的実施を図るため、母子家
庭等生活指導強化事業を母子家庭等自立促進対策事業に統合した。
なお、父子家庭に対する生活指導講習事業や相談事業についても、積極

的に取り組まれたい。

（２）母子寡婦福祉貸付金の有効活用について
① 平成１３年度予算案においては、失業時における生活の安定と就労促進
の観点から、生活資金の貸付条件に失業期間の貸付を設定するとともに、
貸付原資の追加として４９．７億円を計上しているところである。
また、修学資金等の限度額の引上げなどを行う予定である（資料７ 。）

② 貸付金については、特に修学資金等、必要な時期に的確に貸付が行なわ
れることが重要であるため、引き続き事務処理の迅速化に努められたい。

③ 各都道府県・市ごとの償還状況は（資料８）のとおりであるが、償還金
が本貸付金の財源となることを十分認識の上、利用者に対しても貸付制度
の趣旨を理解いただきつつ、償還の促進を図るようお願いする。



（３）母子生活支援施設について
① 本年４月１日より措置による入所から利用者が希望する施設を自ら選択
し、都道府県等と契約する入所方式に変更されるが、情報提供も含め、手
続き等が適切に行われるようお願いする。

② 母子家庭の有する問題は、複雑・多様化しており、特に夫等からの暴力
から逃れた母子家庭の自立など、母子生活支援施設の担う役割は増大して
いることから、
平成１３年度予算案において

ア 虐待や暴力を受け心に深い傷を被っている母子に対し、カウンセリン
グ等の心理療法により心の傷を癒すための心理療法担当職員の配置

イ 被害女性の安全確保や緊急一時保護体制の充実を図る必要があること
から、母子生活支援施設の夜間における警備体制を強化するための経費
を新たに計上している。
なお、警備体制の強化に当たっては、警察との連携を図るよう配慮さ

れたい。
また、「宿直制実施母子寮に対する保護単価の加算について」（昭和

６２年５月２０日児福発第１１号厚生省児童家庭局母子福祉課長通知）
は廃止し、本加算費に統合することとしている。

③ このように 母子生活支援施設の充実強化を図っているにもかかわらず、 、
一部施設では職員の適正配置がなされず、単なる住居としての提供にとど
まり、母子家庭の自立に向けその生活を支援していくという本来の施設機
能を果たしていないところも見受けられる。
都道府県・市におかれては、こうした施設に対しては、統廃合等の検討

も含め適正な施設運営について厳正なる指導をお願いする。

④ 一部、老朽化が進んだ建物などについて、劣悪な生活環境にもかかわら
ず、改築等の計画がないところがある。今後、母子生活支援施設の担う役
割の重要性に鑑み、居住環境の整備等について管内市町村及び社会福祉法
人等にご指導願いたい。

（４）子育て支援短期利用事業について
平成１３年度予算案においては、利用者の多様な勤務形態等に対応できる

よう、 ィ)事業に夜間に引き続き宿泊する場合の夜間養護 (トワイライトステ

単価を設定している。
また、子育て支援短期利用事業については、平成１２年度から保育士等の



派遣方式を創設しているが、派遣する者については、必ずしも保育士のみを
想定しているものではなく、例えば里親なども含め柔軟な対応を可能として
いるところであり、事業実施主体の工夫により、事業の積極的な活用をお願
いする。

（５）母子相談員について
母子家庭等の自立支援を図る上で、身近な相談相手である母子相談員の

役割は極めて重要である。近年は、貸付金にかかる相談だけでなく、夫等か
らの暴力の問題や就労関係等、相談内容も専門化・複雑化してきていること
から、母子相談員の資質の向上が求められているところである。
そのため、各地方公共団体にあっては、母子相談員に対する研修を充実さ

れるとともに、他制度の相談員等との合同研修など研修の実施方法などにつ
いても配慮方お願いする。



４ 婦人保護事業の推進について
（１）婦人保護事業の体制整備について

潜在・多様化する売春問題や女性に対する暴力への対応をはじめ、婦人保
護事業が取り組んでいる問題は、複雑化・困難化してきている。
特に、女性に対する暴力については、「男女共同参画基本計画（平成１２

年１２月１２日閣議決定）」に、夫・パートナーからの暴力への対策の推進
が掲げられ、各施策による適切な対応が求められている。
また、参議院においては、配偶者からの暴力の防止や被害者の保護のあり

方全般について、新規立法に向けての検討がなされているところである。
この問題に対しては、司法や警察などによる対応が肝要であるが、福祉的

な観点から婦人保護事業が重要な役割を果たしているところであり、こうし
た様々な需要に適切に対応するためには、婦人相談所の機能の充実や婦人相
談員の資質の向上等、行政機関の実施体制の整備が不可欠であることから、
次の事項について配慮されたい。

① 婦人相談所の職員の配置
婦人相談所の経常経費は 社会福祉事業費として交付税措置されており、 、

婦人相談所の職員については、標準団体で所長、判定員など７名分の給与
費等が計上されている。
最近の婦人保護事業における相談内容は、高度・専門化していることか

ら精神科医や社会福祉士等の専門職の配置を含め、婦人相談所職員の適正
な配置に配慮されたい。

② 婦人保護事業に従事する職員の資質向上
ア 都道府県におかれては、職員の資質向上を図るため、研修等をより一
層積極的に実施されたい。また、関係機関等との連携を図る観点から、
他制度の担当者との合同研修や民間ボランティア団体との交流なども図
られたい。

イ 全国婦人相談員・心理判定員研究協議会については、毎年、厚生労働
省が主催しているところであるが、これらの専門職員については、全国
規模での研修の機会が限られることから その出席につき配慮されたい、 。

③ 婦人相談所と関係機関との連携体制の整備
暴力被害女性への支援については、福祉事務所をはじめとする社会福祉

関係機関、警察、司法関係機関、医療関係機関、さらには民間組織等とも
連携を図っていくことが重要と考える。
このため、様々な機会を通して、これら関係機関と積極的な連携・協力



関係が構築されるようお願いする。

（２）婦人相談所及び婦人保護施設の機能の充実について
① 平成１３年度予算案では、
ア 夫等の暴力から遠ざけるため、他の都道府県の婦人相談所等に移動さ
せて保護する経費（移送先は、他県の婦人相談所だけでなく、状況に則
し婦人保護施設、母子生活支援施設等への移送及び必要な場合には職員
の付添ができるようにする予定 ）。

イ 被害女性の安全確保や緊急一時保護体制の充実を図る必要があること
から、婦人相談所一時保護所及び婦人保護施設の夜間における警備体制
を強化するための経費

を新たに計上している。

② 婦人相談所におかれては、広域的な保護の活用及び受け入れについて積
極的に取り組むとともに、夜間・休日においても被害女性が緊急一時保護
を求めてきた場合に的確な対応がとられるよう、引き続き、その体制整備
の充実を図られたい。

③ 婦人保護事業に対する取組状況について、必ずしも十分に行われている
とは言い難い地方公共団体もあるように見受けられる。
現下の婦人保護事業を取り巻く社会情勢を勘案の上、婦人保護施設の積

極的な活用等、その機能強化についても配慮されたい。



５ 児童扶養手当制度の運用等について（資料１５参照）
（１）平成１３年度児童扶養手当関係予算案について

① 手当額の物価スライドの特例措置
（平成１３年４月１日施行予定の特例法案を国会に提出中）
平成１３年度の手当額は、平成１２年の全国消費者物価指数が平成１０

年に比べ１．０％下落しているが、特例措置により物価スライドによる改
定は行わず、前年度と同額とする。

(平成１２年度) (平成１３年度)
全部支給 ４２，３７０円 → 同 額
一部支給 ２８，３５０円 → 同 額

② 所得制限限度額
平成１ 年度に、勤労者等の所得が伸びていないことから据え置いたと2

ろであるが、平成１３年度においても、依然として勤労者等の所得が伸び
ていないことから、平成１２年度と同額とする。
・本 人（２人世帯：収入ベース）

(１２年８月～) (１３年８月～)
全部支給 ２０４．８万円 → 同 額
一部支給 ３００．０万円 → 同 額

・扶養義務者（６人世帯：収入ベース）
(１２年８月～) (１３年８月～)
６００．０万円 → 同 額

（２）制度の周知徹底等について
① 児童扶養手当制度の周知等について

児童扶養手当制度の周知については、従来よりお願いしているところで
あるが、特に、児童扶養手当法第６条第２項及び第３項に規定する５年の
認定請求期限については、受給資格者が支給要件に該当するに至った日以
後５年を経過したときは、認定の請求をすることができない（ただし、
正当な理由があるときは、この限りでない。）とされていることから、受
給資格者が児童扶養手当制度及び当該規定の趣旨の不知等により、請求で
きないケースが発生することがないよう周知徹底方お願いする。
各都道府県におかれては、これらの趣旨を踏まえ、広報誌やパンフレッ

ト等による周知徹底のみならず、市区町村、母子相談員、児童委員、母子
福祉団体等各方面の協力を得て、幅広い周知徹底を図られたい。
また 受給資格の認定 所得制限の適用に際しては 婚姻や生計同一等、 、 、 、

事実関係の的確な把握を行うことにより、制度の厳正かつ適正な運用に努



められたい。

② 権限委譲について
地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平成１１

年法律第８７号）により、児童扶養手当法の認定及び支払等の事務につい
ては、平成１４年８月１日に都道府県から都道府県、市及び福祉事務所設
置町村へ権限委譲されることとなっている。
ついては、受給資格者台帳、認定請求書、現況届等の届書、事務処理電

算システムのデータ等の移管の準備をはじめ、権限委譲が円滑に行われる
ようご協力をお願いする。



６ 児童扶養手当支給事務指導監査について
（１）本制度は、制度の性格等から支給要件が複雑多岐にわたり、かつ、それら

支給要件の変動要因も多岐多様であるところから、本制度運営に関する日常
からの研鑽、制度に関する適切な情報の提供及び公的年金等の関係機関との
連携等に引き続き努めるとともに、担当者の交代等により制度運営が停滞す
ることがないよう留意し、適正な制度運営の執行をお願いしたい。
特に、市町村における①適正な広報の実施、②認定請求書の受理及び事実

の審査、③公的年金の受給の有無の確認、③現況届未提出者等に対する提出
指導及び受給資格等の審査④受給資格喪失届提出の励行指導及び受給資格喪
失時点の確認等、支給事務がより適正に行われるよう指導の徹底をお願いし
たい。
また、児童扶養手当支給事務の指導監査の主眼事項及び着眼点等について

は、「児童福祉行政指導監査の実施について」（平成１２年４月２５日児発
第４７１号）を参考に実施されたい。

（２）家庭福祉課児童扶養手当監査官が行う都道府県に対する指導監査は、全都
道府県に対し２年に１回実施し、次の事項を実施することとする。
なお、監査計画については別紙「平成１３年度児童扶養手当支給事務指導

監査計画（案）」（資料１６）のとおり予定しているので、ご協力をお願い
したい。

・ 指導監査事項
( ) 都道府県本庁等の手当支給事務の実施体制及び事務処理状況1

( ) 都道府県本庁等の市町村等への指導の状況2

( ) 前回監査の指摘事項に対する是正改善状況3

( ) 市町村等の手当支給事務の事務処理状況4



（育成環境課関係）

１ 児童健全育成施策について
（１）児童館事業について

児童館は、地域における児童健全育成のための活動の拠点として積極的に
活用していくことが必要であり、次のような観点も加えて、事業内容の見直
し、充実を図られたい。
① 中学生、高校生も含めた広い年齢の児童のための居場所となること
② 地域の子育て家庭の支援や子育て家庭の相互交流が図られる場となる
こと

③ 児童が異年齢児との人間関係を形成できる場となること

（児童館整備費補助について）
上記の観点を踏まえ、児童館・児童センター整備については、平成１２

年度から
① 中・高校生等の活動のための創作活動室の設置
② 地域の子育て支援のための相談室の設置
③ 異年齢児交流などに利用できる地域交流スペースの確保
のための補助基準面積の改善を図ったところである。児童館等の創設、改
築に当たっては このような観点から市町村等の整備計画に対応願いたい、 。
なお、整備費の国庫補助に当たっては、従来から未設置市町村における

創設整備、児童育成計画等に基づく創設整備及び他の社会福祉施設等との
合築等の複合的整備を推進しているところであり、これらの点についても
留意されたい。
また、市町村の整備計画作成に当たっては、運営の方針についても地域

の実情に応じ、以下の点について適切に対応されているか精査いただきた
い。
① 開館日及び開館時間帯を利用者の希望に応じて適切に設定すること
② 母親クラブ、ＮＰＯ等のボランティアを積極的に活用すること
③ 放課後児童健全育成事業を実施し、そのための放課後児童クラブ室を
設置すること

（児童館の運営について）
児童館の運営においても、上記①～③の観点を踏まえ開館時間の延長や

日曜日・休日等の開館などが促進されるよう市町村等への指導方特段の配
慮をお願いしたい。
また、児童館において放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）を



行う場合にあっては、これを利用する児童の生活の場（放課後児童クラブ
室）の確保に配慮されたい。

（民間児童館事業の推進について）
民間児童館の活動に対しては、平成１２年度から、従来の「民間児童厚

生施設等活動推進事業費」による補助を充実し、児童館が以下の①～③の
事業の内容に応じて補助を行うこととしたが、国庫補助の申請は少ない状
況にある。平成１３年度においては、積極的な活用及び事業の推進をお願
いする （資料６）。
平成１２年度から実施している「児童福祉施設併設型民間児童館事業」

については、平成１３年度予算案において実施か所数を１５か所から２６
か所へ増やすこととしているが、一方で(財)こども未来財団においてモデ
ル的に実施している保育所併設型民間児童館事業については、本事業に移
行することとし､その実施か所数を３６か所から３１か所に減少すること
としているので、関係都道府県、市町村においては本事業への移行につい
て積極的な対応をお願いしたい （資料７）。

① 放課後児童生活指導援助事業
民間児童館が、昼間保護者のいない少人数（１０人以上）の放課後児

童に対して、生活の場を提供し、指導・援助を行う事業で放課後児童ク
ラブ事業として補助対象となっていないもの。

② 民間児童館地域活動推進事業
民間児童館が児童館の地域活動や中・高校生等の年長児童等を対象と

して実施するメニュー事業。
(ｱ) 児童健全育成相談支援事業
(ｲ) 自然体験活動事業
(ｳ) 子どもボランティア育成支援事業
(ｴ) 年長児童等対応開館延長事業
(ｵ) 巡回児童館事業

③ 児童福祉施設併設型民間児童館事業
保育所等の児童福祉施設に併設した児童館において実施する児童福祉

施設のもつ専門的な養育機能を活用した事業

（２）放課後児童健全育成事業について

（放課後児童健全育成事業の推進について）



放課後児童クラブについては、引き続き事業の普及を図る必要があるこ
とから 新エンゼルプランにおいて実施か所数を計画的に増やすこととし、 、
平成１３年度においては、５００か所の増を図ることとしているので、そ
の積極的な設置促進をお願いしたい。
また、従来から要望のあった小規模クラブへの助成、障害児の受入促進

については、以下のように取組むので事業実施について積極的な取組みを
お願いしたい。

① 過疎地等の小規模放課後児童クラブへの国庫補助対象の拡大
過疎地等で放課後児童クラブを実施する場合には登録児童数が１０人以

上のものを国庫補助対象として認める （資料８）。
② 障害児受入促進試行事業の実施

放課後児童クラブにおいて障害児を受け入れた場合の対象児童の範囲や
職員、設備のあり方等を検証するための試行事業を実施することとし、一
定数の障害児を受け入れる放課後児童クラブについて運営費補助に加算を
行う （資料９）。

（国庫補助対象の取扱いについて）
放課後児童クラブの国庫補助については、交付要綱において、市町村が

直接実施する事業のほか市町村が事業の実施を運営委員会等に委託して行
う場合も補助対象とすることとしているところであるが、この補助対象と
して、予算の形式上委託費としていないが実質的に委託と考えられるもの
については補助対象と認めることとし、その場合の取扱いの基本的考え方
を定めたので、管内市町村へ周知いただくとともに、国庫補助協議の際に
は留意願いたい （資料１０）。
また、放課後、保護者が家庭にいない児童だけでなく、全児童を対象と

して実施する事業についても国庫補助の要件に該当する場合には放課後児
童クラブとして、国庫補助対象とすることとし、どのような事業がこれに
該当するかについての基本的考え方を定めたので、管内市町村へ周知をい
ただくとともに、国庫補助協議の際には留意願いたい （資料１１）。
なお、これらについて個別・具体的な取扱いは、当課に前広にご連絡・

相談いただきたい。

（放課後児童健全育成事業の施設整備等について）
放課後児童クラブの施設整備等については、そのための補助制度はない
が、市町村が 「子育て支援のための拠点施設の設置について」(平成、 11

年 月 日児発第 号)、｢余裕教室を活用した社会福祉施設への改築整1 7 14

備の促進について」(平成 年 月 日社援第 号)等により余裕教室11 3 24 709

の改修等により放課後児童クラブのための施設整備を行う場合は国庫補助



の対象となるところであるので、本制度の活用をお願いする。
なお、子育て支援のための拠点施設を活用する場合については、放課後

児童クラブを含む複数のメニュー事業を行うことにより整備費の国庫補助
対象となることに留意されたい。

（３）平成１３年度地域児童福祉事業等調査について
平成１３年１０月１日現在で「児童館事業、放課後児童健全育成事業」の

活動等、市町村の取組み等について調査を行うこととしている。
児童館については、従来から、社会福祉施設等調査により実施されている

ところであるが、今回の調査は、初めての単独調査であり、児童館の年長児
童を対象とした活動内容、子育て支援・相談活動の状況等調査を実施するこ
ととしている。また、放課後児童クラブについては、平成９年児童福祉法の
改正（事業法定化）後、初めての調査になるものであることから、管内市町
村等への協力依頼など調査の実施についてのご協力をお願いしたい。

（４）地域組織活動育成事業について
児童の健全な育成を図るためには、行政機関及び児童館などの活動ととも

に、地域住民の積極的参加による地域組織活動も重要である。
母親クラブ等の地域組織は、従来から母親同士の交流、子育て経験に基づ

いた世代間交流、遊び場の遊具の点検、非行防止活動等の自主的な活動に取
り組んでいるが、近年、子育て支援サークルや子育て支援ＮＰＯ等の活動も
増えている。
これらの状況にかんがみ、本事業については、従来の活動団体に補助先を

固定化するのではなく、幅広く地域組織の活動への支援を図るために活用を
お願いするとともに、地域におけるこれらの組織の連絡協議会が未組織の地
域においては、その組織化が推進されるようご配慮願いたい。
なお、全国母親クラブ連絡協議会では、平成１３年度において 「母親ク、

ラブによる遊び場の遊具の点検および事故防止活動事業」を実施することと
しているので、管内市町村に周知するなどご協力をお願いする。

（５）児童環境づくり基盤整備事業について
児童育成事業臨時安定運営等対策事業については、都道府県または市町村

が地域事情に応じて実施する児童福祉に関する普及啓発事業や児童健全育成
に関する模範的・奨励的事業等で、他の国庫補助の対象とならないものにつ
いて助成するのもであり、都道府県はもとより特に市町村においては積極的
な取り組みをお願いしたい。本年度は、児童福祉週間の事業にも間に合うよ
うに国庫協議の前倒しを実施したところであるが、今後ともこのスケジュー
ルで行うこととするのでご協力をお願いするとともに、年度途中の追加につ



いても積極的に取組みいただきたい。
都道府県児童環境づくり推進機構整備事業については、事業実績に都道府

県ごとの格差がみられるので注意されたい。

（６）児童委員、主任児童委員について

（児童虐待への対応について）
育児不安や児童虐待など児童や家庭を取り巻く環境が複雑・多様化して

いる状況の中で、児童委員及び主任児童委員による状況把握や児童相談所
等の関係機関との連携による児童虐待などの早期発見、早期対応への取り
組みが重要である。各都道府県におかれては、児童委員及び主任児童委員
としての活動の活性化についてご配慮をお願いするとともに、市町村にお
ける児童委員、主任児童委員の活用についてご配慮願いたい。

（ 児童委員、主任児童委員の一斉改選について）民生委員・
平成１３年１２月には、３年ごとに行われている民生委員・児童委員、

主任児童委員の一斉改選が行われる。
近年、児童相談所への虐待相談件数が急増するなど児童虐待の増加が指

摘されており、家庭に潜行しがちな虐待が深刻化する前に早期発見・早期
対応を図ることが特に重要である。
このため、改選における児童委員・主任児童委員の選任に際しては、児

童問題に熱意と理解のある方を選任していただくよう特段のご指導を願い
たい。

（児童委員、主任児童委員の人権研修の実施について）
平成９年６月に公表された『 人権教育のための国連１０年」に関する「

国内行動計画』においては、特定の職業に従事する者に対する人権教育の
推進等を掲げており、児童委員、主任児童委員に対する人権・同和問題に
関する理解を深めるための研修等の充実、強化にご配慮願いたい。

（７）児童福祉週間について
児童福祉の向上を図るために、昭和２２年以来、毎年５月５日からの１週

間を「児童福祉週間」と定め、地方公共団体等の協力の下に、多様な取組み
を推進しているところである。本年も例年と同じ日程で実施することとして
いるので地方公共団体等におかれても、各種の啓発事業や行事を展開し、よ
り一層の児童福祉の向上に努められたい。なお、地方公共団体の事業実施に
ついては児童育成事業臨時安定運営等対策事業を十分活用されたい。
平成１３年度の「児童福祉週間」の標語については、全国から２，７４４



点の作品が寄せられ、次のとおり決定した。
標語の募集に当たり、都道府県等をはじめ関係各位に格別のご尽力をいた

だいたことを厚く御礼申し上げる。

「 」（どの子にも 夢と希望と 輝く笑顔 佐々木 龍夫さん 京都市 の作品（ ） ）



２ 児童手当について

平成 年度は、昨年末の与党三党の合意（ 児童手当等に関する三党合意」13 「
平成 年 月 日）を踏まえ、支給対象児童を扶養する親等の所得制限を大幅12 12 13

に緩和し、支給率を支給対象児童のおおむね８５％に引き上げることとした。

（１）改正内容の骨子

○ 所得制限限度額の緩和
現 行 改正後

児童手当 ２８４．０万円 → ４１５．０万円
（４３２．５万円） → （５９６．３万円）

特例給付 ４７５．０万円 → ５７４．０万円
（６７０．０万円） → （７８０．０万円）
※４人世帯（夫婦＋子ども２人）の場合の所得額
（ ）内は収入ベースの目安である。

○ 支給率の拡大
全 体 ７２．５％ → ８５．０％

○ 支給対象児童数
約 ５６５万人 → 約 ６６０万人

○ 支給対象年齢
現行どおり

義務教育就学前（６歳到達後初めての年度末まで）
○ 手当額

現行どおり
第１子・第２子 月額 円5,000

第３子以降 月額 円10,000

○ 費用負担割合
現行どおり（資料１３）

○ 実施時期
平成１３年６月１日施行（予定）

○ 所要額（公務員分の財源を除く）
総給付費 約３，９１５億円

事業主拠出金 約 億円1,200

国 庫 約 億円1,810

地 方 約 億円905



１３年度予算案における歳出予算額内訳 （単位：億円）

項 ・ 目 年度予算 年度予算案 増減額12 13

（項）被用者児童手当交付金 １，８９２ ２，４４６ ５５４

（目）被用者児童手当交付金 ４４０ ７７６ ３３６

（目）特例給付交付金 ７９３ ５９７ △１９６

（目）被用者就学前特例給付交付金 ６５９ １，０７３ ４１４

(項）非被用者児童手当交付金 ４２０ ５６４ １４４

（目）非被用者児童手当交付金 ２４０ ２６７ ２７

（目）非被用者就学前特例給付交付金 １８０ ２９７ １１７

合 計 ２，３１２ ３，０１０ ６９８

（２）市町村事務取扱交付金
事務費については、平成１３年度予算案において、以下のような考え方に基

づき所要額を計上している。

① 物件費 ・人件費
・０歳から３歳未満 現行どおり
〈予算単価案〉

児童手当分（物件費受給者１人当たり） ３０４円
特例給付分（人件費受給者１人当たり） ２，１９４円

（物件費受給者１人当たり） ３１２円

・３歳から義務教育就学前
〈予算単価案〉

就学前特例給付分（人件費受給者１人当たり） ２，１５３円
（物件費受給者１人当たり） ３０４円

② 受給者サービス経費及び市町村事務適正化対策費について
・所得制限限度額の緩和に伴う広報に係る経費を受給者サービス経費にお
いて補助することとしている。

（→詳しくは 「 ３）広報等の実施について」を参照 ）、（ 。
・平成 年度予算において、法改正に伴うシステム変更等にかかる経費12



として予算措置した市町村事務適正化対策費については、今年度は予算
措置していないので御承知願いたい。

③ 平成１３年度市町村事務取扱交付金予算案について （単位：億円）

（目） の 内 訳 １２年度予算 １３年度予算案

〈３歳未満分〉 ３６．２ ２８．５
児童手当（人件費） 地方交付税措置 地方交付税措置

（物件費） ３．４ ６．１
特例給付（人件費） ２３．５ １４．４

（物件費） ３．５ ２．２
受給者サービス経費 ５．８ ５．８

〈 〉３歳以上義務教育就学前分 ８８．２ ６８．３
就学前特例給付 人件費 ５１．７ ５９．５（ ）

（ ）物件費 ７．７ ８．８
市町村事務適正化対策費 ２８．８ ０

合 計 １２４．４ ９６．８

（３）広報等の実施について

① 今回改正に係る厚生労働省の広報への取組について
・新しい所得制限限度額は、政令が公布され次第、厚生労働省ホームページ
や政府広報（雑誌、新聞、ラジオ・テレビ番組など）を通じて、改正内容
の周知等に努めることとしている （具体的内容は未定）。

・受給者向けしおり「児童手当制度のご案内」を作成し、所得制限限度額の
公布時期に合わせて都道府県・市区町村へ配布する予定 （資料１５）。

② 各都道府県における広報への取組について
・各都道府県においては、所得制限限度額の緩和の円滑な施行に向けて、住
民への情報提供や受給資格者の把握等、管内市区町村における準備につい
て遺漏ないよう連携、支援に努められたい。

③ 各市区町村における広報への取組について
・児童手当は受給者からの認定請求に基づき支給を開始することになってお
り、また児童手当法第８条第２項により認定請求した日の属する月の翌月
から支給することとしている。

・所得制限限度額の緩和に伴い、支給対象児童は約９５万人増加することと
なるが、これらを養育する者が本年６月分から受給するためには に５月中５月中５月中５月中
認定請求する必要がある。



・ついては、請求漏れや請求の遅れがないように、住民に対する周知や広報
を徹底するようお願いする。

・具体的には、各市区町村において、請求漏れを防止する観点から、住民基・具体的には、各市区町村において、請求漏れを防止する観点から、住民基・具体的には、各市区町村において、請求漏れを防止する観点から、住民基・具体的には、各市区町村において、請求漏れを防止する観点から、住民基
本台帳及び課税台帳等を通じ、新たに支給対象となる者の把握に努められ本台帳及び課税台帳等を通じ、新たに支給対象となる者の把握に努められ本台帳及び課税台帳等を通じ、新たに支給対象となる者の把握に努められ本台帳及び課税台帳等を通じ、新たに支給対象となる者の把握に努められ
たい。このような者に対して、個別に受給者向けしおり「児童手当制度のたい。このような者に対して、個別に受給者向けしおり「児童手当制度のたい。このような者に対して、個別に受給者向けしおり「児童手当制度のたい。このような者に対して、個別に受給者向けしおり「児童手当制度の
ご案内」を送付するなどして、周知を図られたい。ご案内」を送付するなどして、周知を図られたい。ご案内」を送付するなどして、周知を図られたい。ご案内」を送付するなどして、周知を図られたい。

・上記の広報を行うための経費等（郵送料を含む）については、受給者サー
ビス経費において補助することとしている。

（参考）補助対象経費
ポスターやＰＲ用資料の作成経費、雑誌・新聞・ラジオ・テレビ

番組による広報経費、テレフォンサービス経費、外国人向けＰＲ用
資料作成経費、資料配付経費など

※なお、昨年の児童手当法の改正時には、受付期間の経過措置を設
けたが、今回は設けていないので注意していただきたい。

（４）独立行政法人の設立に伴う児童手当の事務処理について

独立行政法人の設立に伴う児童手当の事務処理については、平成 年 月13 2

13 日雇児環第１６号により各都道府県民生主管部（局）長あて通知している
ところであるが、その取扱い等については、管内市区町村への周知徹底につ
いてよろしくお取り計らいいただくようお願いする。
※ なお、本通知は、平成 年 月 日に独立行政法人に移行する機関に加13 4 1

えて、それ以降に独立行政法人に移行する機関についても、その移行時に
適用される。

（概略）
○独立行政法人の職員に対する取扱い

児童手当の支給に関しては、国家公務員の身分を有するか否かを問わず
被用者として取り扱う。
よって、児童手当（特例給付及び就学前特例給付を含む。）は住所地の

市町村長から支給する。
（参考）独立行政法人整備政令の規定により、独立行政法人も拠出金の

納付義務が生じる。



○独立行政法人設立に伴う事務処理
独立行政法人成立前に旧所属庁の長の受給資格の認定を受けている者で

あって、成立後も引き続き受給要件に該当するときは、その者に対する市
町村長の認定があったものとみなすこととしたため、市区町村においては
これに伴う所要の事務処理が必要となる。

（詳しくは別添 (資料１６)を参照）

（５）今後の予定

３月中 ・平成 年度における児童手当法に基づき一般事業主から徴13

収する拠出金に係る拠出金率を定める政令
（参考）平成１３年度拠出金率(案) 1.1/1000

・児童手当事務費交付金の額の算定に関する省令の一部改正

５月初頭 所得制限限度額の変更に係る児童手当法施行令の一部改正



（資料１２）（資料１２）（資料１２）（資料１２）

「児童手当等に関する三党合意書 （平成 年 月 日）」 12 12 13

自由民主党・公明党・保守党の三党は 「３党連立政権合意」(平成１２年、
４月５日 などを踏まえ 児童手当の拡充など子育て支援策について 鋭意） 、 、 、
検討を続けてきた。
その結果、平成１３年度予算編成にあたり、三党は次の点で合意に達した。

記

１．平成１３年度当初予算においては、支給対象児童を養育する親等の所得
制限を緩和し、概ね支給率を８５％に引き上げることとする。
その際の財源措置については、厚生省、自治省予算の歳出の見直しによ

り捻出することとする。

１．三党は、これまでの三党合意を踏まえ、児童手当制度を少子化対策の柱
として位置づけ、欧州各国で行われている児童手当制度を参考に、支給対
象年齢及び支給額の拡充を含めた制度全体の見直しについて、早急に検討
を進める。
また、その際、平成１４年度以降の財源措置については、平成１３年度

の拡充費用も含め、所得税・個人住民税の諸控除の見直し等の税制改正に
より、児童手当拡充の恒久的財源を確保する。

１．上記内容について、三党による平成１３年度税制改正大綱に盛り込む。



（資料１３）（資料１３）（資料１３）（資料１３）
児 童 手 当 の 財 源 内 訳

０歳から３歳未満
サラリーマン 自営業者 公務員

<所得制限額： 年度案>13

574.0万円→

( 万円780.0 ） 国 地
特例給付 方

事業主 10/10 10 10

／ ／

415.0万円→ 10 10

( 万円596.3 ）

本則給付

事業主 国 国 地方地方
7/10 2/10 2/3 1/31/10

３歳から義務教育就学前
<所得制限額： 年度案>13

574.0 万円→

( 万円780.0 ） 国 地
特例給付 方



国 地 方 10 10

2/3 1/3 ／ ／
415.0万円→ 10 10

( 万円596.3 ）

本則給付

国 地方
2/3 1/3

※所得制限限度額は、扶養親族等が３人（夫婦と子ども２人）の所得ベース
（ ）内は収入ベース（試算）

（資料 ）（資料 ）（資料 ）（資料 ）
雇 児 環 第 １ ６ 号
平成１３年２月１３日

各都道府県民生主管部（局）長 殿

厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課長

独立行政法人通則法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律
による児童手当法の一部改正等に伴う事務処理について（通知）

標記については、独立行政法人通則法の施行に伴う関係法律の整備等に関する
法律（平成１１年法律第１０４号。以下「独法整備法」という 、独立行政法。）
人通信総合研究所法 平成１１年法律第１６２号 等の各独立行政法人個別法 以（ ） （
下「独法個別法」という ）及び独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政令の。
整備及び経過措置に関する政令（平成１２年政令第３２６号。以下「独法整備政
令」という ）が公布、施行されているところであるが、その取扱い等について。
は、下記のとおりであるので、管内市町村への周知徹底についてよろしくお取り
計らいいただくようお願いする。



なお 本通知は 平成１３年４月１日に独立行政法人に移行する機関に加えて、 、 、
それ以降に独立行政法人に移行する機関についても、その移行時に適用されるこ
とを申し添える。
なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に

規定する技術的な助言に当たるものである。

記

１ 独立行政法人の職員に対する取扱い
( ) 児童手当制度の適用に対する考え方1

独立行政法人の職員に対する被用者年金制度の適用については、国家公務
員の身分を有する職員に対しても国家公務員の身分を有さない職員に対して
も、国家公務員共済組合法が適用される。また、費用負担については、組合
員本人と独立行政法人とで折半することとされている。
この取扱いは、それぞれ現行児童手当制度において児童手当法（昭和４６

年法律第７３号。以下「法」という ）第１８条第１項に規定する被用者と。
して整理されている職員団体（児童手当法施行令（昭和４６年政令第２８１

号。以下「令」という ）第６条第２項）の専従職員、共済組合（同項）の。
職員の取扱いと同様である。
したがって、児童手当制度においても、常時勤務に服することを要する独

立行政法人の職員については、国家公務員の身分を有するか否かを問わず、
被用者として取り扱うこととする。

( ) 独法整備法等による改正2

上記の考え方に基づき、独法整備法の規定により、法第１７条第１項が改
正され、国家公務員の身分を有する特定独立行政法人の職員について 「常、
時勤務に服することを要する国家公務員」から除外された。これにより、法
人成立 平成１３年４月１日 以降 独立行政法人職員は被用者扱いとなり（ ） 、 、
住所地の市町村長から児童手当（特例給付及び就学前特例給付を含む。以下
同じ ）が支給されるものである。。
さらに 独法整備政令の規定により 令第６条第２項に定められる団体に、 、 、

独立行政法人が加えられ、独立行政法人が拠出金の納付義務者とされた。

２ 独立行政法人設立に伴う経過措置
独立行政法人制度の創設に伴い、上記のように、独立行政法人の職員に係る

受給資格の認定権者が常勤公務員型の「所属庁の長」から被用者型の「市町村
長」に移行するが、児童手当を受給するためには認定権者の認定を受けること
が必要である。 このため、独立行政法人の成立に伴い、その職員である受給



者が改めて市町村に認定請求することが必要となるが、独立行政法人成立に伴
う行政事務と受給者の手続きの負担の軽減と効率化を図るため、経過措置を置
くこととした。
具体的には、独法個別法附則の経過措置規定により、独立行政法人成立前に

旧所属庁の長の受給資格の認定を受けている者であって、成立後も引き続き支
給要件に該当するときは、その者に対する認定があったものとみなすこととさ
れた。

３ 独立行政法人制度の創設に伴う事務処理
( ) 独立行政法人成立後の支給事務1

独立行政法人の職員に対する児童手当の支給に関する事務については、平
成 １３年４月１日以降は、市町村において行うものである。
なお、３月末に児童が出生したことにより受給資格が生じた場合等であっ

て、独立行政法人に移行する予定の機関において平成１３年３月３１日まで
に事実上、認定等が不可能な者については、児童手当法第８条第３項の規定
を適用し、同年４月１５日までに住所地の市町村長へ申請することにより同
年４月分から市町村長より児童手当が支給されるものである。

( ) 独立行政法人所管省庁からの書類の受理2

独立行政法人所管省庁から、平成１３年３月３１日現在の児童手当の受給
者に関する「児童手当・特例給付・就学前特例給付認定証明書」及び添付書
類（以下「書類」という ）が同年４月末日までに受給者の住所地に送付さ。
れることとなっており、市町村がこれを受理した場合は、次の処理を行うこ
と。
ア 書類等により、平成１３年４月１日における児童手当の受給資格及び額
等の確認を行うほか、市町村の規則等で定められた認定請求書の事務処理
手続に準じた取扱いにより処理するものとする。

イ アにより、受給資格及び額の確認を行ったときは、
(ｱ) 受給者台帳に所要の事項を記入
(ｲ) 認定通知書の作成及び送付
(ｳ) 住民基本台帳の所定欄に児童手当の支給開始年月の記載
を行うこととなる（児童手当市町村事務処理ガイドライン（平成１２年６
月２０日児発第６０７号厚生省児童家庭局長通知）第８条関係 。）



（保育課関係）

１．新エンゼルプランと保育対策について
平成１３年度予算案においては、新エンゼルプランについて、延長保育、休

日保育等の前倒し的実施、一時保育の補助方式の拡大等積極的な予算計上を行
っているところである。各地方公共団体においても、それぞれの地域のニーズ
を的確に把握して、待機児童解消を旨として、計画的にサービス提供体制の整
備に努め、新エンゼルプランに沿って保育施策を強力に推進されるよう、特段
の配慮をお願いしたい。

２．都市部等における待機児童解消策について
平成１２年４月１日における全国の保育所入所待機児童数は、保育所入所児

童数が５万２千人の増があったにもかかわらず前年に比べ７百人増の約３万３
千人となっている。
待機児童の解消については、昨年度の少子化対策臨時特例交付金において、

保育所の整備など地域の実情に応じた事業が実施されることにより、平成１５
年度までに待機児童が解消されるとの計画を提出していただいているところで
あるが、今後とも、都市部を中心とした共働き家庭の増加等により保育サービ
スの需要が一層高まることが予想されることから、地方公共団体においては保
育需要の動向を的確に把握し、適切な対応をお願いしたい。
国としても、待機児童の解消に向けて、新エンゼルプランに基づいて、需要

の多い低年齢児（０～２歳）の保育所受入れ枠の拡大、待機児童数の多い地域
における今後の方針等についてのヒアリングや５．に示す通り更なる規制緩和
等を行っていきたいと考えている。

３．保育所の整備について
（１）新エンゼルプランにおいては、多機能保育所等の整備として、平成１６年

度までに２，０００か所の整備を目標に掲げているところであるが、多様な
保育需要への対応が喫緊の課題となっていることから、昨年度に引き続き、
平成１２年度補正予算においても整備費予算を計上し、切れ目のない円滑な
整備の実施を目指しているところであるので、積極的・計画的な整備につい
て特段の御配慮をお願いしたい。

（２）保育所の整備に当たっては、既存の社会資源の有効活用を図るとともに低
年齢児を中心とした待機児童の解消を図る観点から、公立学校の余裕教室等
の保育所又は保育所分園への転用が推進されるよう余裕教室活用促進事業も
活用しながら、引き続き、各地方公共団体において、保育担当部局が中心と
なり、教育委員会や教育関係者等との間で十分な連携が図られるよう努めら



れたい。
（参考資料「余裕教室は夢のスペース」（学校の余裕教室がすてきな保育所
に、（ｱﾄﾞﾚｽ:http://www.i-kosodate.net/special/index.html))

（３）保育所における木材の活用に関しては、「保育所木材利用状況調査研究事
業報告書（木のぬくもりを保育所に）」が作成されており、保育所で木材使
用を計画する際の参考資料とされるよう周知をお願いしたい。
（参考資料「木のぬくもりを保育所に」（ｱﾄﾞﾚｽ:http://www.zenhokyo.gr.j
p/nukumori/nukumori.htm))

（４）子育て支援のための拠点施設の整備については、平成１１年１月７日厚生
省児童家庭局通知によりお示ししているところであるが、この拠点施設の保
育所への併設の推進はもちろん、この施設は、地域の子育て家庭支援や放課
後児童対策等のためにも用いることができるものであり、その積極的活用を
図るようにされたい。

４．特別保育事業について
特別保育事業については、新エンゼルプランの「多様な需要に応える保育サ

ービスの推進」及び「在宅児も含めた子育て支援の推進」の観点から積極的・
計画的な推進を図られたい。
平成１３年度予算案においては、以下のとおり、か所数増・補助要件の緩和

等を行うこととしている。

（１）多様な需要に応える保育サービスの推進
(平成12年度) (平成13年度予算案)

ア．延長保育の推進 ８，０００か所 → ９，０００か所
・ 新規分1,000か所については、平成14年１月実施(３か月分計上）
・ 平成12年度においては、30分延長の要件を満たさない場合であっても、
いわゆる「推進分」の補助を算定したところであるが、平成13年度にお
いては、この特例措置は講じない予定。

イ．休日保育の実施 １００か所 → ２００か所

（２）在宅児も含めた子育て支援の推進
ア．地域子育て支援センター事業の推進

１，８００か所 → ２，１００か所
（小規模型1，1００か所含む） （小規模型1，1００か所含む）

イ．一時保育の推進 １，８００か所 → ２，５００か所
（小規模事業９００か所含む） （小規模事業1，1００か所含む）



・件数払い方式の導入（本方式と従前の定額払い方式とを選択実施）

（３）以上のほか、平成１３年度予算案においては以下の改善を行うこととして
いる。
ア．保育所地域活動事業については、選択対象事業を３事業（保育所体験特
別事業、子育て・仕事両立支援事業、保育所分園推進事業）追加するとと
もに、既存の２つの事業を１事業に再編することとしている。

イ．障害児保育事業は、対象人員の増（9 443人→9 856人）を行うこととし， ，
ている。

５．保育所の規制緩和について
以下の規制緩和措置を12年３月に実施したところであるが、各地方公共団体

においては、地域の事情を勘案して待機児童の解消等のために柔軟かつ積極的
に対応されたい。
・認可保育所の設置主体制限の撤廃 (従前) 市町村又は社会福祉法人
・賃貸方式の認容 (従前) 土地･建物は原則自己所有
・最低定員の引下げ 20人に (従前) 30人
なお、設置主体制限撤廃により、平成12年内に株式会社立３件、宗教法人立

１件が設置され、今後も、株式会社、宗教法人、学校法人、ＮＰＯ等による設
置が予定されており、４月１日までに更に２０件余が認可予定。
また、規制改革委員会第３次見解（平成１２年１２月１２日）を踏まえつつ

都市部における待機児童の解消等を目的として、更に以下の事項の実施を検討
しており、本年４月１日の実施を目指して現在パブリックコメントを実施中で
ある。
・屋外遊戯場に係る児童福祉施設最低基準の趣旨を明確化
・乳児室及びほふく室に係る最低基準の趣旨を周知
・年度後半において保育所入所定員の弾力化に係る制限を撤廃
・年度途中の保育需要の増加に対応した短時間勤務保育士の導入について２
割制限を撤廃

・公立保育所の業務を委託する場合の委託先を社会福祉法人以外の者へ拡大

６．認可外保育施設対策
① 指導監督について

ベビーホテルなどの認可外保育施設については、立入調査等により指導監
督を行い、特に悪質な施設については厳正対処をお願いしているところであ
るが、平成13年４月から、より効果的に指導監督を行うための「認可外保育
施設指導監督の指針及び指導監督基準」を施行する予定であり、１月３１日
から３月１日まで、パブリックコメントを実施したところである。なお、そ



の詳細については、全国保育関係事務担当者会議で説明する予定である。
指針及び指導監督基準の円滑な施行に向けて、消防部局、衛生部局等の関

係部局及び貴管下市区町村への情報提供等適切な対応をよろしくお願いする。

② 「よい保育施設の選び方 十か条」について
認可外保育施設を含む保育施設の利用希望者が保育施設を選択する際の参

考に資するため、専門家助言チームの助言を受けて「よい保育施設の選び方
十か条」を作成し、平成12年12月25日付けで送付したところである。本十か
条は、新年度の母子健康手帳副読本に掲載する他、詳細版も含めて、厚生労
働省ホームページ(http://www.mhlw.go.jp/）及びｉ－子育てネット(http:/
/www.i-kosodate.net/)に掲載しているところであるが、引き続き貴管下市町
村における広報をはじめ幅広く周知願いたい。

③ 13年度予算案における認可外保育施設の問題への対応
新エンゼルプランの推進を図るとともに、「保育所体験特別事業」や「事

業所内保育施設等保育従事者研修事業」の実施、夜間保育所の設置促進等、
積極的な対応をお願いしたい。

７．保育士養成課程等の見直しの検討等について
現行の保育士養成課程及び保育士試験は、前回の改訂（平成３年４月実施）

後およそ１０年を経過しており、その後の児童を巡る環境の変化、児童福祉施
策の進展、児童福祉法の改正等を踏まえた見直しが必要であることから、昨年
９月８日に検討委員会を設置し、半年間にわたる検討を経て、本年２月１６日、
見直しの方向等についてまとめた報告書が提出されたところである。
内容については、保育士養成課程に関しては、現代的課題である多様な保育

ニーズに対応する資質の涵養に係る科目を強化しながらも、学生への負担や保
育士養成校の自主性確保に配慮したものとなっており、また、保育士試験に関
しては、保育士養成課程との整合性を図るとともに、受験機会の拡大も考慮し
たものとなっている。
今後はこの報告を受け、省令、告示、通知の改正を行うが、改正案について

は現在、パブリックコメントを実施して広く御意見を伺っているところである。
なお、新たな保育士養成課程は平成１４年４月の施行を予定しているところ

であり、来年度中には、既指定の保育士養成校において学則の変更が必要とな
るので、管下の養成校に対する周知及び指導をお願いしたい。併せて養成校の
指定等の事務が本年１月より地方厚生局に移管されたことについても御留意い
ただきたい。
また、保育士試験についても１４年度以降は見直し後の保育士試験実施要領

を参考に実施されたい。



８．児童福祉施設等第三者評価基準の検討について
社会福祉基礎構造改革に伴う社会福祉事業法の改正（現「社会福祉法」）等

を踏まえ、児童福祉サービスの質の公正かつ適切な評価に資するための措置を
図る必要があることから、検討委員会を設置し、事業者及び利用者以外の第三
者による児童福祉施設等の評価のための基準の検討をいただいているところで
あり、来年度の早い時期に中間報告をしたいと考えている。
同委員会においては、保育所、乳児院、児童養護施設、母子生活支援施設の

４施設種別を対象とした第三者評価基準について検討しており、これまで委員
会を２回開催し、現在評価基準の試案を用いた試行事業を実施しているところ
である。なお、第３回目の会合は３月２６日を予定している。

９.「ｉ－子育てネット」について
当システムについては、名称を「ｉ－子育てネット」として２月１日より公

開しているが、今年度末に向けて内容を更に充実するとともに、市町村情報及
び保育所情報を入力し、全ての情報を掲示することを目指すこととしている。
また、保育所情報の更新と合わせ、特に保育所の受入可能状況については、

最新情報の入力が必要であることから、各保育所において直接入力していただ
くこととしているところである。先般、送付した「ご利用ガイド（保育所）」
等を活用しながら、情報を入力していただくよう各市町村及び各保育所に引き
続き御協力いただけるよう併せてお願いしたい。
（参考資料「ｉ－子育てネット」（ｱﾄﾞﾚｽ:http://www.i-kosodate.net/)



（個別改善事項）

１．一時保育の件数払方式

（１）趣旨
本事業については、専業主婦家庭の育児疲れ解消、急病やパート就労等の

一時的な保育需要に対応するため、専任の保育士を配置してその実施に努め
てきたところであるが、必ずしも毎日はまとまった人数の需要がない保育所 等
においても一時保育事業を実施できるようにすることで、専業主婦等に対 する
地域における身近な子育て支援サービスの普及を図る。

（２）改正内容について
利用児童数に応じた件数払い方式を導入する。
・件数払い１件当たり単価 １，８００円

（３，６００円×保護者負担１／２）
＜事業の選択方式＞
○６人以上の平均利用児童数を確保できる事業は「平均利用児童数６人以上
」の事業を実施。（従前どおり）
○６人以上の平均利用児童数を確保できない場合は、
「平均利用児童数５人以下（定額払９０万円）」の事業又は「件数払い方

式」を選択して実施。
ただし、件数払い方式の基準額の上限は、３３０万円（平均利用児童数６

人以上の基準額）。

＜参考＞事業の概要について
専業主婦家庭等の育児疲れ解消や急病等、パート就労等に対応した一時預

かりを行う保育所に補助する。

○補助単価について
・利用児童数６人以上 年額３３０万円

（１６人以上は加算あり）
・利用児童数５人以下 年額 ９０万円

○補助率 保護者負担を除いた１／３
国１／３、都道府県１／３、市町村１／３
国１／３、指定都市・中核市２／３



２．保育所地域活動事業のメニューの追加

＜改正内容について＞

ア．「保育所体験特別事業」の追加
保育所を地域の子育て中の親子に開放し、児童の発達状況のチェック、

親への相談、助言などをできるようにする。実施に当たっては、市町村が
関係者と十分調整し、ベビーホテル等を利用している親子の参加を積極的

に促して行う。
・１か所当たり年額１００万円、１６０事業

イ．「子育て・仕事両立支援事業」の追加
働く女性の支援を目的として実施している各種の子育てと仕事の両立を

支援する事業についての情報提供、必要に応じて講師を招いた講習会等を
行う。

・１か所当たり年額２５万円、２００事業

ウ．「保育所分園推進事業」の追加

〇経常分：施設が２か所に分かれることにより必要な経費
・対象経費 電話料等本園との連絡経費、光熱水費等
・１か所当たり年額１２０万円、１００事業

〇初度設備分：新たに分園を設ける場合の初度設備費
・対象経費 ベビーベッド、遊具、日用電化製品等の購入費
・１か所当たり開設年度１００万円、５０事業
・社会福祉施設設備整備費の補助対象とならなかった場合、即ち、本補
助は、貸借等により当該年度中又は翌年度に分園を設置する場合を対

象とする。

エ．既存事業の再編
類似事業の「老人福祉施設・介護保険施設訪問等世代間交流事業」と

「郷土文化伝承活動」は「世代間交流等事業」として再編することとした。

＜参考＞事業の概要について
保育所の有する専門的機能を地域の子育て家庭に開放し地域住民のために

活用するため、以下の事業を実施する。



１事業当たり（年額）２５万円（ただし、①、⑦は５０万円、
②は１５０万円、⑩は１００万円、⑫は通常分１２０万円、初度
設備分１００万円）以内。
ただし、１保育所当たり、①、②、③、④、⑤、⑥、⑧、⑨及び

⑪の事業は併せて１００万円（②を含める場合２００万円）を限度
とする。その他⑦、⑩、⑫の事業については上限額に含めない。

①障害児保育推進事業（平成元年度～）
②夜間保育推進事業（平成元年度～）
③世代間交流等事業（平成元年度～）
④地域における異年齢児交流事業（平成元年度～）
⑤地域の子育て家庭への育児講座（平成元年度～）
⑥保育所退所児童との交流（平成元年度～）
⑦小学校低学年児童の受け入れ（平成２年度～）
⑧地域の特性に応じた保育需要への対応（平成元年度～）
○地域の保育需要に対応するため、地域の実情に応じた活動
○へき地における登所バスの運営に対し補助（平成１０年度～）

⑨家庭的保育を行う者と保育所との連携を行う事業（平成１２年度～）
⑩保育所体験特別事業（平成１３年度案）
⑪子育て・仕事両立支援事業（平成１３年度案）
⑫保育所分園推進事業（平成１３年度案）
・補助率１／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３）

（国１／３、指定都市・中核市２／３）



３．平成１３年度保育所運営費の改善について（案）

（12年度予算額） （13年度予算案）
３７９，６１９百万円 ⇒ ３９１，５４５百万円

（１）改善内容について

ア 低年齢児（３歳未満児）の受入の拡大
５９．８万人 → ６１．８万人

イ 事務職員雇上費の改善
週５日対象施設の拡大 定員９１人以上 → ６１人以上

（平成１３年１０月実施）
①一 般 分 （週３日）年 額 ８２９，９２０円
②加 算 分
特別保育実施保育所 （週４日）加算年額 ２７６，６４０円
〃（定員６１人以上）（週５日）加算年額 ５５３，２８０円

ウ 主任保育士の専任加算の改善
対象施設の拡大 定員６１人以上 → ４６人以上

（平成１３年１０月実施）
１施設年額 ３，１００，５０５円 → ３，０７６，５５５円

エ 保育士の格付見直し
１号俸改善（３年計画の２年目）

オ 苦情解決対策経費の算入
１施設年額 ２５，９２０円

カ 年休代替要員費の改善（代替非常勤職員雇上経費）
常勤職員 １８日 → ２０日
①直接処遇職員

職員１人年額 １１０，１６０円 → １２２，４００円
②調理員

職員１人年額 ９５，７６０円 → １０６，４００円

キ 降灰除去費
１施設年額 １４１，５４０円 → １４１，６４０円

ク 職員健康管理費
常勤・非常勤職員 ３，８５９円 → ４，０３６円

（２）平成１３年度保育所徴収金基準額表（案）について
別紙のとおり



別紙

平成１３年度保育所徴収金基準額表（案）

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収金基準額（月額）

階層区分 定 義 ３歳未満児の場合 ３歳以上児の場合

第１階層 生活保護法による被保護世帯(単給世帯を含 ０円 ０円

む)

第２階層 第１階層及び第４～ 市町村民税非課税世帯 ９，０００円 ６，０００円

第７階層を除き、

前年度分の市町村民

第３階層 税の額の区分が次の 市町村民税課税世帯 １９，５００円 １６，５００円

区分に該当する世帯

第４階層 ６４，０００円未満 ３０，０００円 ２７，０００円

(保育単価限度)

第１階層を除き、前

第５階層 年分の所得税課税世 ６４，０００円以上 ４４，５００円 ４１，５００円

帯であって、その所 １６０，０００円未満 (保育単価限度)

得税の額の区分が次

第６階層 の区分に該当する １６０，０００円以上 ６１，０００円 ５８，０００円

世帯 ４０８，０００円未満 (保育単価限度)

第７階層 ４０８，０００円以上 ８０，０００円 ７７，０００円

(保育単価限度) (保育単価限度)



( 資料１）

都道府県別保育所入所待機児童数 (平成12年4月１日現在）

  ０　　歳　 　児　　  １  ・  ２   歳   児    ３     歳     児 ４  歳   以   上   児 計

　　都道府県 定 員 利 用 待 機 待 機 率 利 用 待 機 待 機 率 利 用 待 機 待 機 率 利 用 待 機 待 機 率 利 用 待 機 待 機 率

児 童 数 児 童 数 児 童 数 児 童 数 児 童 数 児 童 数 児 童 数 児 童 数 児 童 数 児 童 数

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ｃ Ｄ Ｄ／Ｃ Ｅ Ｆ Ｆ／Ｅ Ｇ Ｈ Ｈ／Ｇ Ｉ Ｊ Ｊ／Ｉ
1 北 海 道 44,994 867 13 1.5 8,450 48 0.6 7,914 12 0.2 19,138 17 0.1 36,369 90 0.2
2 青 森 県 32,830 1,606 97 6.0 9,354 310 3.3 6,523 121 1.9 14,637 117 0.8 32,120 645 2.0
3 岩 手 県 22,716 787 35 4.4 5,508 84 1.5 4,374 23 0.5 10,696 28 0.3 21,365 170 0.8
4 宮 城 県 14,003 445 32 7.2 3,364 78 2.3 2,761 25 0.9 5,815 17 0.3 12,385 152 1.2
5 秋 田 県 17,185 544 5 0.9 3,509 6 0.2 3,467 0 0.0 7,983 3 0.0 15,503 14 0.1
6 山 形 県 18,235 606 72 11.9 3,471 121 3.5 3,889 48 1.2 8,805 39 0.4 16,771 280 1.7
7 福 島 県 15,370 541 26 4.8 3,794 71 1.9 3,174 22 0.7 6,270 12 0.2 13,779 131 1.0
8 茨 城 県 34,588 968 52 5.4 8,591 232 2.7 7,814 129 1.7 16,502 70 0.4 33,875 483 1.4
9 栃 木 県 20,530 566 15 2.7 4,812 29 0.6 4,264 12 0.3 9,538 10 0.1 19,180 66 0.3

10 群 馬 県 35,340 855 4 0.5 8,399 36 0.4 8,295 18 0.2 17,130 13 0.1 34,679 71 0.2

11 埼 玉 県 62,409 2,045 173 8.5 15,926 980 6.2 13,034 437 3.4 29,096 235 0.8 60,101 1,825 3.0
12 千 葉 県 55,420 1,773 43 2.4 12,470 247 2.0 10,623 155 1.5 24,381 148 0.6 49,247 593 1.2
13 東 京 都 152,983 8,990 1,336 14.9 45,110 4,758 10.5 29,471 1,087 3.7 61,539 544 0.9 145,110 7,725 5.3
14 神奈川県 34,117 1,454 87 6.0 9,435 515 5.5 6,813 247 3.6 15,533 195 1.3 33,235 1,044 3.1
15 新 潟 県 52,006 668 14 2.1 7,526 29 0.4 12,242 23 0.2 25,253 8 0.0 45,689 74 0.2

16 富 山 県 22,635 404 2 0.5 4,533 4 0.1 5,275 0 0.0 10,662 0 0.0 20,874 6 0.0
17 石 川 県 25,675 780 0 0.0 6,071 0 0.0 5,448 0 0.0 10,946 0 0.0 23,245 0 0.0
18 福 井 県 23,890 536 1 0.2 5,381 5 0.1 5,792 7 0.1 10,099 1 0.0 21,808 14 0.1
19 山 梨 県 19,971 359 0 0.0 3,487 0 0.0 4,670 0 0.0 10,324 0 0.0 18,840 0 0.0
20 長 野 県 50,676 336 0 0.0 4,649 0 0.0 12,361 0 0.0 27,730 0 0.0 45,076 0 0.0

21 岐 阜 県 38,370 280 0 0.0 3,999 0 0.0 10,717 0 0.0 19,469 0 0.0 34,465 0 0.0
22 静 岡 県 33,590 873 24 2.7 8,269 112 1.4 7,448 34 0.5 15,294 19 0.1 31,884 189 0.6
23 愛 知 県 92,439 849 29 3.4 10,718 106 1.0 22,195 38 0.2 46,629 11 0.0 80,391 184 0.2
24 三 重 県 37,874 726 14 1.9 7,916 26 0.3 9,120 10 0.1 16,537 3 0.0 34,299 53 0.2
25 滋 賀 県 21,875 444 21 4.7 4,500 90 2.0 5,021 61 1.2 10,799 32 0.3 20,764 204 1.0

26 京 都 府 23,360 665 10 1.5 4,822 50 1.0 4,690 10 0.2 9,898 6 0.1 20,075 76 0.4
27 大 阪 府 66,237 3,603 255 7.1 19,005 1,328 7.0 13,379 516 3.9 27,550 373 1.4 63,537 2,472 3.9
28 兵 庫 県 46,723 1,363 90 6.6 10,761 650 6.0 10,247 297 2.9 19,901 246 1.2 42,272 1,283 3.0
29 奈 良 県 21,865 640 25 3.9 5,003 147 2.9 4,204 86 2.0 8,756 105 1.2 18,603 363 2.0
30 和歌山県 16,035 123 2 1.6 2,175 7 0.3 3,685 1 0.0 7,043 0 0.0 13,026 10 0.1

31 鳥 取 県 16,390 504 0 0.0 3,473 0 0.0 3,285 0 0.0 6,916 0 0.0 14,178 0 0.0
32 島 根 県 16,185 655 21 3.2 4,299 38 0.9 3,319 18 0.5 6,552 15 0.2 14,825 92 0.6
33 岡 山 県 24,694 811 3 0.4 6,414 6 0.1 5,189 24 0.5 10,367 11 0.1 22,781 44 0.2
34 広 島 県 27,792 392 7 1.8 4,707 23 0.5 5,689 9 0.2 12,740 4 0.0 23,528 43 0.2
35 山 口 県 24,819 623 0 0.0 5,417 8 0.1 4,965 1 0.0 11,400 3 0.0 22,405 12 0.1

36 徳 島 県 15,600 486 49 10.1 4,176 85 2.0 3,591 22 0.6 4,810 7 0.1 13,063 163 1.2
37 香 川 県 13,585 497 39 7.8 4,781 41 0.9 3,173 2 0.1 3,847 1 0.0 12,298 83 0.7
38 愛 媛 県 22,377 534 3 0.6 4,869 4 0.1 4,199 1 0.0 9,016 1 0.0 18,618 9 0.0
39 高 知 県 15,705 185 0 0.0 3,150 1 0.0 2,999 0 0.0 6,044 0 0.0 12,378 1 0.0
40 福 岡 県 48,278 1,939 77 4.0 12,960 229 1.8 9,551 113 1.2 21,239 104 0.5 45,689 523 1.1

41 佐 賀 県 17,765 562 25 4.4 4,433 55 1.2 3,462 20 0.6 8,347 9 0.1 16,804 109 0.6
42 長 崎 県 23,530 1,120 13 1.2 6,930 43 0.6 4,610 13 0.3 9,223 20 0.2 21,883 89 0.4
43 熊 本 県 32,235 1,217 13 1.1 8,851 36 0.4 6,504 28 0.4 14,111 26 0.2 30,683 103 0.3
44 大 分 県 13,615 590 23 3.9 4,495 75 1.7 3,025 28 0.9 5,266 17 0.3 13,376 143 1.1
45 宮 崎 県 20,545 845 0 0.0 5,758 0 0.0 3,769 0 0.0 8,202 0 0.0 18,574 0 0.0

46 鹿児島県 24,098 715 9 1.3 6,433 44 0.7 4,710 19 0.4 10,417 25 0.2 22,275 97 0.4
47 沖 縄 県 22,793 1,637 227 13.9 9,118 894 9.8 5,770 315 5.5 6,957 209 3.0 23,482 1,645 7.0
48 札 幌 市 13,349 802 39 4.9 4,152 124 3.0 2,825 39 1.4 6,050 51 0.8 13,829 253 1.8
49 仙 台 市 7,219 569 65 11.4 2,336 284 12.2 1,437 146 10.2 3,169 93 2.9 7,511 588 7.8
50 千 葉 市 8,693 460 23 5.0 2,373 93 3.9 1,704 50 2.9 3,813 33 0.9 8,350 199 2.4

51 横 浜 市 22,312 1,138 123 10.8 5,939 870 14.6 4,540 343 7.6 10,205 199 2.0 21,822 1,535 7.0
52 川 崎 市 10,215 716 116 16.2 3,058 436 14.3 2,023 176 8.7 4,244 138 3.3 10,041 866 8.6
53 名古屋市 31,043 1,166 61 5.2 7,533 327 4.3 6,499 105 1.6 13,423 3 0.0 28,621 496 1.7
54 京 都 市 23,685 1,474 52 3.5 7,094 188 2.7 4,966 163 3.3 9,642 130 1.3 23,176 533 2.3
55 大 阪 市 35,370 1,473 326 22.1 9,903 1,212 12.2 7,159 308 4.3 15,055 145 1.0 33,590 1,991 5.9

56 神 戸 市 15,163 673 75 11.1 4,490 367 8.2 3,033 131 4.3 6,696 106 1.6 14,892 679 4.6
57 広 島 市 16,002 591 67 11.3 4,440 140 3.2 3,227 108 3.3 7,102 80 1.1 15,360 395 2.6
58 北九州市 15,080 761 13 1.7 5,163 99 1.9 2,939 54 1.8 6,002 35 0.6 14,865 201 1.4
59 福 岡 市 21,285 1,203 43 3.6 6,610 191 2.9 4,485 123 2.7 9,653 102 1.1 21,951 459 2.1
60 旭 川 市 3,070 136 12 8.8 973 55 5.7 660 40 6.1 1,543 29 1.9 3,312 136 4.1

61 秋 田 市 2,650 199 7 3.5 1,021 21 2.1 601 11 1.8 1,079 7 0.6 2,900 46 1.6
62 郡 山 市 2,190 88 6 6.8 727 26 3.6 492 10 2.0 1,038 3 0.3 2,345 45 1.9
63 いわき市 5,465 207 1 0.5 1,322 0 0.0 1,038 0 0.0 2,427 1 0.0 4,994 2 0.0
64 宇都宮市 4,570 262 2 0.8 1,570 29 1.8 979 23 2.3 2,012 14 0.7 4,823 68 1.4
65 新 潟 市 8,085 284 3 1.1 1,887 6 0.3 1,802 12 0.7 3,550 4 0.1 7,523 25 0.3

66 富 山 市 5,660 223 0 0.0 1,514 3 0.2 1,284 2 0.2 2,567 1 0.0 5,588 6 0.1
67 金 沢 市 10,713 509 0 0.0 2,744 0 0.0 2,325 0 0.0 4,836 0 0.0 10,414 0 0.0
68 長 野 市 7,085 143 0 0.0 1,338 0 0.0 1,783 0 0.0 3,701 0 0.0 6,965 0 0.0
69 岐 阜 市 4,450 112 0 0.0 952 0 0.0 1,046 0 0.0 2,062 0 0.0 4,172 0 0.0
70 静 岡 市 5,945 237 6 2.5 1,788 76 4.3 1,311 68 5.2 2,858 13 0.5 6,194 163 2.6

71 浜 松 市 4,725 263 13 4.9 1,646 63 3.8 1,040 20 1.9 2,015 17 0.8 4,964 113 2.3
72 豊 橋 市 8,130 110 6 5.5 1,753 15 0.9 1,980 0 0.0 4,010 0 0.0 7,853 21 0.3
73 豊 田 市 5,550 60 1 1.7 644 6 0.9 1,130 0 0.0 2,603 0 0.0 4,437 7 0.2
74 堺 市 9,085 556 118 21.2 2,834 471 16.6 2,044 170 8.3 4,286 98 2.3 9,720 857 8.8
75 姫 路 市 8,035 138 8 5.8 1,773 35 2.0 2,015 40 2.0 4,456 59 1.3 8,382 142 1.7

76 和歌山市 6,665 130 9 6.9 1,274 49 3.8 1,350 30 2.2 2,714 17 0.6 5,468 105 1.9
77 岡 山 市 9,307 477 85 17.8 2,995 146 4.9 2,030 89 4.4 4,049 83 2.0 9,551 403 4.2
78 福 山 市 7,685 207 1 0.5 1,695 15 0.9 1,901 11 0.6 3,840 5 0.1 7,643 32 0.4
79 高 松 市 5,715 245 16 6.5 1,812 58 3.2 1,122 15 1.3 2,231 4 0.2 5,410 93 1.7
80 松 山 市 4,675 160 8 5.0 1,407 33 2.3 954 14 1.5 1,908 12 0.6 4,429 67 1.5

81 高 知 市 8,575 296 21 7.1 2,309 117 5.1 1,823 43 2.4 3,822 26 0.7 8,250 207 2.5
82 長 崎 市 5,365 302 35 11.6 1,843 95 5.2 1,157 37 3.2 2,477 34 1.4 5,779 201 3.5
83 熊 本 市 10,810 639 26 4.1 3,472 107 3.1 2,325 73 3.1 4,873 45 0.9 11,309 251 2.2
84 大 分 市 4,934 219 11 5.0 1,699 72 4.2 1,142 33 2.9 2,178 24 1.1 5,238 140 2.7
85 宮 崎 市 5,980 328 0 0.0 1,935 0 0.0 1,161 0 0.0 2,546 0 0.0 5,970 0 0.0
86 鹿児島市 4,915 234 31 13.2 1,642 104 6.3 1,045 42 4.0 2,333 58 2.5 5,254 235 4.5



計 1,923,397 65,798 4,415 6.7 460,932 17,584 3.8 409,097 6,561 1.6 852,475 4,373 0.5 1,788,302 32,933 1.8



○都道府県別保育所入所待機率の状況（平成１１・１２年４月１日）
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（資料２）都道府県別保育所数・定員・入所児童数

都 道 府 県 保　育　所　数 定　　員 入　所　児　童　数

指 定 都 市 　公　営 　民　営 合　計 　公　営 　民　営 合　計 　公　営 　民　営 合　計

中 核 市 割合 割合 割合 割合 入所率 入所率 入所率

北 海 道 429 69.0 193 31.0 622 31,119 69.2 13,875 30.8 44,994 23,246 74.7 13,123 94.6 36,369 80.8

青 森 153 31.2 337 68.8 490 10,475 31.9 22,355 68.1 32,830 8,660 82.7 23,460 104.9 32,120 97.8

岩 手 175 52.6 158 47.4 333 11,220 49.4 11,496 50.6 22,716 9,791 87.3 11,574 100.7 21,365 94.1

宮 城 173 84.4 32 15.6 205 11,874 84.8 2,129 15.2 14,003 10,252 86.3 2,133 100.2 12,385 88.4

秋 田 137 64.6 75 35.4 212 10,885 63.3 6,300 36.7 17,185 9,076 83.4 6,427 102.0 15,503 90.2

山 形 148 64.9 80 35.1 228 12,475 68.4 5,760 31.6 18,235 10,791 86.5 5,980 103.8 16,771 92.0

福 島 147 75.4 48 24.6 195 11,075 72.1 4,295 27.9 15,370 9,243 83.5 4,536 105.6 13,779 89.6

茨 城 213 50.1 212 49.9 425 17,598 50.9 16,990 49.1 34,588 15,724 89.4 18,151 106.8 33,875 97.9

栃 木 206 76.6 63 23.4 269 14,975 72.9 5,555 27.1 20,530 13,201 88.2 5,979 107.6 19,180 93.4

群 馬 142 35.0 264 65.0 406 13,235 37.5 22,105 62.5 35,340 11,970 90.4 22,709 102.7 34,679 98.1

埼 玉 462 65.3 245 34.7 707 42,502 68.1 19,907 31.9 62,409 39,016 91.8 21,085 105.9 60,101 96.3

千 葉 402 72.0 156 28.0 558 40,954 73.9 14,466 26.1 55,420 34,829 85.0 14,418 99.7 49,247 88.9

東 京 992 62.6 592 37.4 1,584 94,728 61.9 58,255 38.1 152,983 87,799 92.7 57,311 98.4 145,110 94.9

神 奈 川 156 44.8 192 55.2 348 15,151 44.4 18,966 55.6 34,117 13,567 89.5 19,668 103.7 33,235 97.4

新 潟 503 77.5 146 22.5 649 41,196 79.2 10,810 20.8 52,006 34,752 84.4 10,937 101.2 45,689 87.9

富 山 221 79.8 56 20.2 277 17,030 75.2 5,605 24.8 22,635 15,448 90.7 5,426 96.8 20,874 92.2

石 川 248 77.3 73 22.7 321 18,105 70.5 7,570 29.5 25,675 15,957 88.1 7,288 96.3 23,245 90.5

福 井 183 63.5 105 36.5 288 14,785 61.9 9,105 38.1 23,890 12,538 84.8 9,270 101.8 21,808 91.3

山 梨 147 62.0 90 38.0 237 12,895 64.6 7,076 35.4 19,971 11,401 88.4 7,439 105.1 18,840 94.3

長 野 500 89.0 62 11.0 562 44,930 88.7 5,746 11.3 50,676 39,531 88.0 5,545 96.5 45,076 88.9

岐 阜 294 72.6 111 27.4 405 26,380 68.8 11,990 31.2 38,370 23,072 87.5 11,393 95.0 34,465 89.8

静 岡 217 57.6 160 42.4 377 19,740 58.8 13,850 41.2 33,590 17,503 88.7 14,381 103.8 31,884 94.9

愛 知 672 83.0 138 17.0 810 75,830 82.0 16,609 18.0 92,439 64,755 85.4 15,636 94.1 80,391 87.0

三 重 310 69.4 137 30.6 447 25,345 66.9 12,529 33.1 37,874 21,579 85.1 12,720 101.5 34,299 90.6

滋 賀 142 62.0 87 38.0 229 13,235 60.5 8,640 39.5 21,875 11,776 89.0 8,988 104.0 20,764 94.9

京 都 171 70.1 73 29.9 244 15,260 65.3 8,100 34.7 23,360 11,690 76.6 8,385 103.5 20,075 85.9

大 阪 348 53.7 300 46.3 648 37,979 57.3 28,258 42.7 66,237 33,123 87.2 30,414 107.6 63,537 95.9

兵 庫 317 54.9 260 45.1 577 25,750 55.1 20,973 44.9 46,723 21,115 82.0 21,157 100.9 42,272 90.5

奈 良 131 66.5 66 33.5 197 13,440 61.5 8,425 38.5 21,865 11,218 83.5 7,385 87.7 18,603 85.1

和 歌 山 141 82.0 31 18.0 172 13,455 83.9 2,580 16.1 16,035 10,293 76.5 2,733 105.9 13,026 81.2

鳥 取 151 74.8 51 25.2 202 11,570 70.6 4,820 29.4 16,390 9,399 81.2 4,779 99.1 14,178 86.5

島 根 128 48.3 137 51.7 265 7,120 44.0 9,065 56.0 16,185 5,777 81.1 9,048 99.8 14,825 91.6

岡 山 182 59.3 125 40.7 307 13,179 53.4 11,515 46.6 24,694 10,945 83.0 11,836 102.8 22,781 92.3

広 島 278 73.7 99 26.3 377 20,782 74.8 7,010 25.2 27,792 16,876 81.2 6,652 94.9 23,528 84.7

山 口 163 48.2 175 51.8 338 11,485 46.3 13,334 53.7 24,819 9,308 81.0 13,097 98.2 22,405 90.3

徳 島 168 73.0 62 27.0 230 11,820 75.8 3,780 24.2 15,600 9,168 77.6 3,895 103.0 13,063 83.7

香 川 108 70.1 46 29.9 154 9,190 67.6 4,395 32.4 13,585 7,734 84.2 4,564 103.8 12,298 90.5

愛 媛 226 76.6 69 23.4 295 16,562 74.0 5,815 26.0 22,377 12,860 77.6 5,758 99.0 18,618 83.2

高 知 187 80.3 46 19.7 233 12,120 77.2 3,585 22.8 15,705 9,340 77.1 3,038 84.7 12,378 78.8

福 岡 217 39.8 328 60.2 545 19,188 39.7 29,090 60.3 48,278 16,798 87.5 28,891 99.3 45,689 94.6

佐 賀 76 36.7 131 63.3 207 7,085 39.9 10,680 60.1 17,765 6,085 85.9 10,719 100.4 16,804 94.6

長 崎 90 25.0 270 75.0 360 5,685 24.2 17,845 75.8 23,530 4,424 77.8 17,459 97.8 21,883 93.0

熊 本 209 43.5 272 56.5 481 13,180 40.9 19,055 59.1 32,235 11,326 85.9 19,357 101.6 30,683 95.2

大 分 82 36.1 145 63.9 227 4,660 34.2 8,955 65.8 13,615 4,071 87.4 9,305 103.9 13,376 98.2

宮 崎 140 42.4 190 57.6 330 8,445 41.1 12,100 58.9 20,545 6,513 77.1 12,061 99.7 18,574 90.4

鹿 児 島 122 32.4 255 67.6 377 7,710 32.0 16,388 68.0 24,098 6,158 79.9 16,117 98.3 22,275 92.4

沖 縄 160 49.5 163 50.5 323 11,065 48.5 11,728 51.5 22,793 10,675 96.5 12,807 109.2 23,482 103.0

札 幌 市 28 17.9 128 82.1 156 2,110 15.8 11,239 84.2 13,349 2,026 96.0 11,803 105.0 13,829 103.6

仙 台 市 50 62.5 30 37.5 80 4,707 65.2 2,512 34.8 7,219 4,904 104.2 2,607 103.8 7,511 104.0

千 葉 市 61 71.8 24 28.2 85 6,200 71.3 2,493 28.7 8,693 5,754 92.8 2,596 104.1 8,350 96.1

横 浜 市 125 53.0 111 47.0 236 10,598 47.5 11,714 52.5 22,312 10,015 94.5 11,807 100.8 21,822 97.8

川 崎 市 88 80.7 21 19.3 109 8,175 80.0 2,040 20.0 10,215 7,911 96.8 2,130 104.4 10,041 98.3

名 古 屋 市 125 46.6 143 53.4 268 11,788 38.0 19,255 62.0 31,043 10,627 90.2 17,994 93.5 28,621 92.2

京 都 市 32 12.7 219 87.3 251 2,535 10.7 21,150 89.3 23,685 1,710 67.5 21,466 101.5 23,176 97.9

大 阪 市 139 43.3 182 56.7 321 14,073 39.8 21,297 60.2 35,370 11,265 80.0 22,325 104.8 33,590 95.0

神 戸 市 84 55.6 67 44.4 151 8,413 55.5 6,750 44.5 15,163 7,465 88.7 7,427 110.0 14,892 98.2

広 島 市 86 64.7 47 35.3 133 10,773 67.3 5,229 32.7 16,002 10,161 94.3 5,199 99.4 15,360 96.0

北 九 州 市 36 22.6 123 77.4 159 3,515 23.3 11,565 76.7 15,080 3,015 85.8 11,850 102.5 14,865 98.6

福 岡 市 23 14.9 131 85.1 154 2,540 11.9 18,745 88.1 21,285 2,212 87.1 19,739 105.3 21,951 103.1

旭 川 市 5 11.1 40 88.9 45 420 13.7 2,650 86.3 3,070 435 103.6 2,877 108.6 3,312 107.9

秋 田 市 10 30.3 23 69.7 33 820 30.9 1,830 69.1 2,650 875 106.7 2,025 110.7 2,900 109.4

郡 山 市 25 86.2 4 13.8 29 1,820 83.1 370 16.9 2,190 1,943 106.8 402 108.6 2,345 107.1

い わ き 市 42 67.7 20 32.3 62 3,300 60.4 2,165 39.6 5,465 2,709 82.1 2,285 105.5 4,994 91.4

宇 都 宮 市 22 38.6 35 61.4 57 2,020 44.2 2,550 55.8 4,570 2,044 101.2 2,779 109.0 4,823 105.5

新 潟 市 37 36.6 64 63.4 101 3,105 38.4 4,980 61.6 8,085 2,777 89.4 4,746 95.3 7,523 93.0

富 山 市 44 75.9 14 24.1 58 3,870 68.4 1,790 31.6 5,660 3,802 98.2 1,786 99.8 5,588 98.7

金 沢 市 14 12.6 97 87.4 111 1,310 12.2 9,403 87.8 10,713 1,405 107.3 9,009 95.8 10,414 97.2

長 野 市 33 44.0 42 56.0 75 2,730 38.5 4,355 61.5 7,085 2,632 96.4 4,333 99.5 6,965 98.3

岐 阜 市 35 76.1 11 23.9 46 3,110 69.9 1,340 30.1 4,450 2,883 92.7 1,289 96.2 4,172 93.8

静 岡 市 23 39.0 36 61.0 59 2,750 46.3 3,195 53.7 5,945 2,794 101.6 3,400 106.4 6,194 104.2

浜 松 市 18 33.3 36 66.7 54 1,580 33.4 3,145 66.6 4,725 1,575 99.7 3,389 107.8 4,964 105.1

豊 橋 市 5 9.1 50 90.9 55 570 7.0 7,560 93.0 8,130 534 93.7 7,319 96.8 7,853 96.6

豊 田 市 39 84.8 7 15.2 46 4,385 79.0 1,165 21.0 5,550 3,447 78.6 990 85.0 4,437 79.9

堺 市 36 43.4 47 56.6 83 3,821 42.1 5,264 57.9 9,085 3,891 101.8 5,829 110.7 9,720 107.0

姫 路 市 30 38.5 48 61.5 78 2,775 34.5 5,260 65.5 8,035 2,665 96.0 5,717 108.7 8,382 104.3

和 歌 山 市 27 45.0 33 55.0 60 3,135 47.0 3,530 53.0 6,665 1,701 54.3 3,767 106.7 5,468 82.0

岡 山 市 43 48.3 46 51.7 89 4,367 46.9 4,940 53.1 9,307 4,245 97.2 5,306 107.4 9,551 102.6

福 山 市 61 62.9 36 37.1 97 4,590 59.7 3,095 40.3 7,685 4,429 96.5 3,214 103.8 7,643 99.5

高 松 市 29 54.7 24 45.3 53 2,935 51.4 2,780 48.6 5,715 2,577 87.8 2,833 101.9 5,410 94.7

松 山 市 24 51.1 23 48.9 47 2,575 55.1 2,100 44.9 4,675 2,320 90.1 2,109 100.4 4,429 94.7

高 知 市 21 26.6 58 73.4 79 2,380 27.8 6,195 72.2 8,575 2,106 88.5 6,144 99.2 8,250 96.2

長 崎 市 12 18.2 54 81.8 66 1,360 25.3 4,005 74.7 5,365 1,444 106.2 4,335 108.2 5,779 107.7

熊 本 市 21 16.4 107 83.6 128 1,775 16.4 9,035 83.6 10,810 1,745 98.3 9,564 105.9 11,309 104.6

大 分 市 12 21.1 45 78.9 57 984 19.9 3,950 80.1 4,934 988 100.4 4,250 107.6 5,238 106.2

宮 崎 市 7 8.0 81 92.0 88 435 7.3 5,545 92.7 5,980 313 72.0 5,657 102.0 5,970 99.8

鹿 児 島 市 8 11.8 60 88.2 68 770 15.7 4,145 84.3 4,915 562 73.0 4,692 113.2 5,254 106.9

合 計 12,727 57.3 9,473 42.7 22,200 1,093,586 56.9 829,811 43.1 1,923,397 946,279 86.5 842,023 101.5 1,788,302 93.0

（注）　平成１２年４月１日現在　厚生省報告例（月報）



（参考）都道府県別入所率（１２．４．１）

（注１）入所率は、入所児童数を定員で除したものである。
（注２）都道府県の入所率は、その区域内の政令指定都市・中核市に係る数値を除いたものである。
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京都市

大阪市

神戸市

広島市

北九州市

福岡市

旭川市

秋田市

郡山市

いわき市

宇都宮市

新潟市

富山市

金沢市

長 野 市

岐阜市

静岡市

浜松市

豊 橋 市

豊田市

堺市

姫路市

和歌山市

岡山市

福山市

高 松 市

松山市

高知市

長崎市

熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

全国平均

（％）

民営入所率

94.6

104.9

100.7

100.2

102.0

103.8

105.6

106.8

107.6

102.7

105.9

99.7

98.4

103.7

101.2

96.8

96.3

101.8

105.1

96.5

95.0

103.8

94.1

101.5

104.0

103.5

107.6

100.9

87.7

105.9

99.1

99.8

102.8

94.9

98.2

103.0

103.8

99.0

84.7

99.3

100.4

97.8

101.6

103.9

99.7

98.3

109.2

105.0

103.8

104.1

100.8

104.4

93.5

101.5

104.8

110.0

99.4

102.5

105.3

108.6

110.7

108.6

105.5

109.0

95.3

99.8

95.8

99.5

96.2

106.4

107.8

96.8

85.0

110.7

108.7

106.7

107.4

103.8

101.9

100.4

99.2

108.2

105.9

107.6

102.0

101.5

50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

札幌市

仙台市

千葉市

横浜市

川崎市

名古屋市

京都市

大阪市

神戸市

広島市

北九州市

福岡市

旭川市

秋田市

郡山市

いわき市

宇都宮市

新潟市

富山市

金沢市

長 野 市

岐阜市

静岡市

浜松市

豊 橋 市

豊田市

堺市

姫路市

和歌山市

岡山市

福山市

高 松 市

松山市

高知市

長崎市

熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

全国平均

（％）

全体入所率

80.8

97.8

94.1

88.4

90.2

92.0

89.6

97.9

93.4

98.1

96.3

88.9

94.9

97.4

87.9

92.2

90.5

91.3

94.3

88.9

89.8

94.9

87.0

90.6

94.9

85.9

95.9

90.5

85.1

81.2

86.5

91.6

92.3

84.7

90.3

83.7

90.5

83.2

78.8

94.6

94.6

93.0

95.2

98.2

90.4

92.4

103.0

103.6

104.0

96.1

97.8

98.3

92.2

97.9

95.0

98.2

96.0

98.6

103.1

107.9

109.4

107.1

91.4

105.5

93.0

98.7

97.2

98.3

93.8

104.2

105.1

96.6

79.9

107.0

104.3

82.0

102.6

99.5

94.7

94.7

96.2

107.7

104.6

106.2

99.8

106.9

93.0

50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

札幌市

仙台市

千葉市

横浜市

川崎市

名古屋市

京都市

大阪市

神戸市

広島市

北九州市

福岡市

旭川市

秋田市

郡山市

いわき市

宇都宮市

新潟市

富山市

金沢市

長 野 市

岐阜市

静岡市

浜松市

豊 橋 市

豊田市

堺市

姫路市

和歌山市

岡山市

福山市

高 松 市

松山市

高知市

長崎市

熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

全国平均

（％）



（資料３）都道府県別保育所数及び定員の推移

都 道 府 県 施 設 数 （ か 所 数 ） 定 員 （ 人 ） 
指 定 都 市 １０年度 １１年度 １２年度 増　減 増　減 １０年度 １１年度 １２年度 増　減 増　減
中 核 市 Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｅ－Ｄ Ｆ－Ｅ
北 海 道 678 673 622 -5 -51 49,212 48,907 44,994 -305 -3,913
青 森 498 490 490 -8 0 33,025 32,945 32,830 -80 -115
岩 手 333 332 333 -1 1 22,756 22,656 22,716 -100 60
宮 城 204 203 205 -1 2 14,065 13,920 14,003 -145 83
秋 田 212 211 212 -1 1 17,331 17,231 17,185 -100 -46
山 形 233 235 228 2 -7 18,231 18,251 18,235 20 -16
福 島 259 198 195 -61 -3 21,095 15,590 15,370 -5,505 -220
茨 城 422 423 425 1 2 33,990 34,077 34,588 87 511
栃 木 273 271 269 -2 -2 20,340 20,385 20,530 45 145
群 馬 409 408 406 -1 -2 34,755 35,070 35,340 315 270
埼 玉 704 705 707 1 2 61,686 62,076 62,409 390 333
千 葉 561 557 558 -4 1 55,213 55,341 55,420 128 79
東 京 1,582 1,583 1,584 1 1 151,895 152,668 152,983 773 315
神 奈 川 345 346 348 1 2 33,276 33,566 34,117 290 551
新 潟 661 662 649 1 -13 53,103 52,736 52,006 -367 -730
富 山 279 279 277 0 -2 22,285 22,435 22,635 150 200
石 川 340 330 321 -10 -9 25,060 25,355 25,675 295 320
福 井 287 290 288 3 -2 24,210 23,465 23,890 -745 425
山 梨 240 239 237 -1 -2 20,186 20,086 19,971 -100 -115
長 野 645 565 562 -80 -3 57,461 50,536 50,676 -6,925 140
岐 阜 405 406 405 1 -1 37,680 37,920 38,370 240 450
静 岡 380 378 377 -2 -1 33,590 33,590 33,590 0 0
愛 知 873 814 810 -59 -4 98,787 91,282 92,439 -7,505 1,157
三 重 448 446 447 -2 1 37,990 37,745 37,874 -245 129
滋 賀 229 228 229 -1 1 21,130 21,475 21,875 345 400
京 都 245 245 244 0 -1 23,555 23,410 23,360 -145 -50
大 阪 651 653 648 2 -5 65,724 66,094 66,237 370 143
兵 庫 581 582 577 1 -5 46,653 46,733 46,723 80 -10
奈 良 204 201 197 -3 -4 22,125 22,100 21,865 -25 -235
和 歌 山 171 172 172 1 0 15,875 15,930 16,035 55 105
鳥 取 205 206 202 1 -4 16,890 16,715 16,390 -175 -325
島 根 266 267 265 1 -2 16,395 16,385 16,185 -10 -200
岡 山 311 309 307 -2 -2 24,944 24,734 24,694 -210 -40
広 島 387 386 377 -1 -9 28,364 28,059 27,792 -305 -267
山 口 342 339 338 -3 -1 25,109 24,909 24,819 -200 -90
徳 島 229 231 230 2 -1 15,505 15,600 15,600 95 0
香 川 209 157 154 -52 -3 19,325 13,645 13,585 -5,680 -60
愛 媛 348 346 295 -2 -51 27,710 27,462 22,377 -248 -5,085
高 知 238 234 233 -4 -1 16,305 15,760 15,705 -545 -55
福 岡 547 546 545 -1 -1 48,398 48,278 48,278 -120 0
佐 賀 209 208 207 -1 -1 17,985 17,950 17,765 -35 -185
長 崎 362 359 360 -3 1 23,422 23,512 23,530 90 18
熊 本 487 481 481 -6 0 33,185 32,560 32,235 -625 -325
大 分 229 227 227 -2 0 13,720 13,640 13,615 -80 -25
宮 崎 331 330 330 -1 0 20,790 20,555 20,545 -235 -10
鹿 児 島 383 377 377 -6 0 25,040 24,353 24,098 -687 -255
沖 縄 324 322 323 -2 1 22,406 22,309 22,793 -97 484
札 幌 市 154 155 156 1 1 13,155 13,210 13,349 55 139
仙 台 市 75 77 80 2 3 6,560 6,800 7,219 240 419
千 葉 市 84 85 85 1 0 8,243 8,723 8,693 480 -30
横 浜 市 227 231 236 4 5 21,069 21,518 22,312 449 794
川 崎 市 109 109 109 0 0 10,148 10,155 10,215 7 60
名 古 屋 市 269 269 268 0 -1 30,784 30,844 31,043 60 199
京 都 市 251 251 251 0 0 23,700 23,685 23,685 -15 0
大 阪 市 324 322 321 -2 -1 35,183 35,230 35,370 47 140
神 戸 市 152 152 151 0 -1 14,902 14,911 15,163 9 252
広 島 市 132 132 133 0 1 15,698 15,923 16,002 225 79
北 九 州 市 160 157 159 -3 2 14,955 14,915 15,080 -40 165
福 岡 市 154 154 154 0 0 19,825 21,075 21,285 1,250 210
旭 川 市 45 0 45 3,070 0 3,070
秋 田 市 30 32 33 2 1 2,425 2,590 2,650 165 60
郡 山 市 29 29 29 0 0 2,160 2,160 2,190 0 30
い わ き 市 62 62 62 0 5,505 5,465 5,505 -40
宇 都 宮 市 57 57 57 0 0 4,425 4,485 4,570 60 85
新 潟 市 102 102 101 0 -1 8,025 8,010 8,085 -15 75
富 山 市 58 58 58 0 0 5,530 5,580 5,660 50 80
金 沢 市 111 110 111 -1 1 10,513 10,648 10,713 135 65
長 野 市 75 75 75 0 7,035 7,085 7,035 50
岐 阜 市 48 47 46 -1 -1 4,145 4,290 4,450 145 160
静 岡 市 60 59 59 -1 0 5,845 5,925 5,945 80 20
浜 松 市 54 54 54 0 0 4,685 4,685 4,725 0 40
豊 橋 市 55 55 55 0 8,090 8,130 8,090 40
豊 田 市 46 46 46 0 0 5,470 5,490 5,550 20 60
堺 市 83 83 83 0 0 8,926 8,971 9,085 45 114
姫 路 市 77 78 78 1 0 7,740 7,770 8,035 30 265
和 歌 山 市 60 60 60 0 0 6,665 6,665 6,665 0 0
岡 山 市 88 89 89 1 0 8,819 9,062 9,307 243 245
福 山 市 99 99 97 0 -2 7,727 7,637 7,685 -90 48
高 松 市 53 53 53 0 5,695 5,715 5,695 20
松 山 市 47 0 47 4,675 0 4,675
高 知 市 79 79 79 0 0 8,495 8,535 8,575 40 40
長 崎 市 65 65 66 0 1 5,260 5,260 5,365 0 105
熊 本 市 127 128 128 1 0 10,720 10,765 10,810 45 45
大 分 市 56 56 57 0 1 4,654 4,724 4,934 70 210
宮 崎 市 87 87 88 0 1 5,990 5,989 5,980 -1 -9
鹿 児 島 市 68 68 68 0 0 4,915 4,915 4,915 0 0
合 計 22,334 22,275 22,200 -59 -75 1,915,133 1,917,471 1,923,397 2,338 5,926

（注）　各年４月１日現在　厚生省報告例（月報）



（資料４）都道府県別年齢別入所児童数

都 道 府 県 施設数 入所児童数 　　　　　　　　　　　　内　　　　　　訳　　　　　　　　　　Ｂ　　　　　　　　　 　　構　　　成　　　比　　  　Ｂ／Ａ（％）
指 定 都 市 ０歳児 １～２歳児 ３歳児 ４歳以上児 ０歳児 １～２歳児 ３歳児 ４歳以上児
中 核 市 （か所） 　　　 Ａ   （人）　　　（人） （人） （人） （人）
北 海 道 622 36,369 867 8,450 7,914 19,138 2.4 23.2 21.8 52.6
青 森 490 32,120 1,606 9,354 6,523 14,637 5.0 29.1 20.3 45.6
岩 手 333 21,365 787 5,508 4,374 10,696 3.6 25.8 20.5 50.1
宮 城 205 12,385 445 3,364 2,761 5,815 3.5 27.2 22.3 47.0
秋 田 212 15,503 544 3,509 3,467 7,983 3.5 22.6 22.4 51.5
山 形 228 16,771 606 3,471 3,889 8,805 3.6 20.7 23.2 52.5
福 島 195 13,779 541 3,794 3,174 6,270 4.0 27.5 23.0 45.5
茨 城 425 33,875 968 8,591 7,814 16,502 2.8 25.4 23.1 48.7
栃 木 269 19,180 566 4,812 4,264 9,538 3.0 25.1 22.2 49.7
群 馬 406 34,679 855 8,399 8,295 17,130 2.5 24.2 23.9 49.4
埼 玉 707 60,101 2,045 15,926 13,034 29,096 3.4 26.5 21.7 48.4
千 葉 558 49,247 1,773 12,470 10,623 24,381 3.6 25.3 21.6 49.5
東 京 1,584 145,110 8,990 45,110 29,471 61,539 6.2 31.1 20.3 42.4
神 奈 川 348 33,235 1,454 9,435 6,813 15,533 4.4 28.4 20.5 46.7
新 潟 649 45,689 668 7,526 12,242 25,253 1.4 16.5 26.8 55.3
富 山 277 20,874 404 4,533 5,275 10,662 1.9 21.7 25.3 51.1
石 川 321 23,245 780 6,071 5,448 10,946 3.4 26.1 23.4 47.1
福 井 288 21,808 536 5,381 5,792 10,099 2.4 24.7 26.6 46.3
山 梨 237 18,840 359 3,487 4,670 10,324 1.9 18.5 24.8 54.8
長 野 562 45,076 336 4,649 12,361 27,730 0.8 10.3 27.4 61.5
岐 阜 405 34,465 280 3,999 10,717 19,469 0.8 11.6 31.1 56.5
静 岡 377 31,884 873 8,269 7,448 15,294 2.7 25.9 23.4 48.0
愛 知 810 80,391 849 10,718 22,195 46,629 1.1 13.3 27.6 58.0
三 重 447 34,299 726 7,916 9,120 16,537 2.1 23.1 26.6 48.2
滋 賀 229 20,764 444 4,500 5,021 10,799 2.1 21.7 24.2 52.0
京 都 244 20,075 665 4,822 4,690 9,898 3.3 24.0 23.4 49.3
大 阪 648 63,537 3,603 19,005 13,379 27,550 5.6 29.9 21.1 43.4
兵 庫 577 42,272 1,363 10,761 10,247 19,901 3.2 25.5 24.2 47.1
奈 良 197 18,603 640 5,003 4,204 8,756 3.4 26.9 22.6 47.1
和 歌 山 172 13,026 123 2,175 3,685 7,043 0.9 16.7 28.3 54.1
鳥 取 202 14,178 504 3,473 3,285 6,916 3.5 24.5 23.2 48.8
島 根 265 14,825 655 4,299 3,319 6,552 4.4 29.0 22.4 44.2
岡 山 307 22,781 811 6,414 5,189 10,367 3.5 28.2 22.8 45.5
広 島 377 23,528 392 4,707 5,689 12,740 1.7 20.0 24.2 54.1
山 口 338 22,405 623 5,417 4,965 11,400 2.7 24.2 22.2 50.9
徳 島 230 13,063 486 4,176 3,591 4,810 3.7 32.0 27.5 36.8
香 川 154 12,298 497 4,781 3,173 3,847 4.0 38.9 25.8 31.3
愛 媛 295 18,618 534 4,869 4,199 9,016 2.8 26.2 22.6 48.4
高 知 233 12,378 185 3,150 2,999 6,044 1.6 25.4 24.2 48.8
福 岡 545 45,689 1,939 12,960 9,551 21,239 4.2 28.4 20.9 46.5
佐 賀 207 16,804 562 4,433 3,462 8,347 3.3 26.4 20.6 49.7
長 崎 360 21,883 1,120 6,930 4,610 9,223 5.1 31.7 21.1 42.1
熊 本 481 30,683 1,217 8,851 6,504 14,111 4.0 28.8 21.2 46.0
大 分 227 13,376 590 4,495 3,025 5,266 4.4 33.6 22.6 39.4
宮 崎 330 18,574 845 5,758 3,769 8,202 4.5 31.0 20.3 44.2
鹿 児 島 377 22,275 715 6,433 4,710 10,417 3.2 28.9 21.1 46.8
沖 縄 323 23,482 1,637 9,118 5,770 6,957 7.0 38.8 24.6 29.6
札 幌 市 156 13,829 802 4,152 2,825 6,050 5.9 30.0 20.4 43.7
仙 台 市 80 7,511 569 2,336 1,437 3,169 7.6 31.1 19.1 42.2
千 葉 市 85 8,350 460 2,373 1,704 3,813 5.5 28.4 20.4 45.7
横 浜 市 236 21,822 1,138 5,939 4,540 10,205 5.2 27.2 20.8 46.8
川 崎 市 109 10,041 716 3,058 2,023 4,244 7.1 30.5 20.1 42.3
名 古 屋 市 268 28,621 1,166 7,533 6,499 13,423 4.1 26.3 22.7 46.9
京 都 市 251 23,176 1,474 7,094 4,966 9,642 6.4 30.6 21.4 41.6
大 阪 市 321 33,590 1,473 9,903 7,159 15,055 4.4 29.5 21.3 44.8
神 戸 市 151 14,892 673 4,490 3,033 6,696 4.4 30.2 20.4 45.0
広 島 市 133 15,360 591 4,440 3,227 7,102 3.9 28.9 21.0 46.2
北 九 州 市 159 14,865 761 5,163 2,939 6,002 5.1 34.7 19.8 40.4
福 岡 市 154 21,951 1,203 6,610 4,485 9,653 5.5 30.1 20.4 44.0
旭 川 市 45 3,312 136 973 660 1,543 4.1 29.4 19.9 46.6
秋 田 市 33 2,900 199 1,021 601 1,079 6.9 35.2 20.7 37.2
郡 山 市 29 2,345 88 727 492 1,038 3.7 31.0 21.0 44.3
い わ き 市 62 4,994 207 1,322 1,038 2,427 4.1 26.5 20.8 48.6
宇 都 宮 市 57 4,823 262 1,570 979 2,012 5.4 32.6 20.3 41.7
新 潟 市 101 7,523 284 1,887 1,802 3,550 3.7 25.1 24.0 47.2
富 山 市 58 5,588 223 1,514 1,284 2,567 4.0 27.1 23.0 45.9
金 沢 市 111 10,414 509 2,744 2,325 4,836 5.0 26.3 22.3 46.4
長 野 市 75 6,965 143 1,338 1,783 3,701 2.1 19.2 25.6 53.1
岐 阜 市 46 4,172 112 952 1,046 2,062 2.7 22.8 25.1 49.4
静 岡 市 59 6,194 237 1,788 1,311 2,858 3.8 28.9 21.2 46.1
浜 松 市 54 4,964 263 1,646 1,040 2,015 5.2 33.2 21.0 40.6
豊 橋 市 55 7,853 110 1,753 1,980 4,010 1.4 22.3 25.2 51.1
豊 田 市 46 4,437 60 644 1,130 2,603 1.3 14.5 25.5 58.7
堺 市 83 9,720 556 2,834 2,044 4,286 5.7 29.2 21.0 44.1
姫 路 市 78 8,382 138 1,773 2,015 4,456 1.6 21.2 24.0 53.2
和 歌 山 市 60 5,468 130 1,274 1,350 2,714 2.4 23.3 24.7 49.6
岡 山 市 89 9,551 477 2,995 2,030 4,049 4.9 31.4 21.3 42.4
福 山 市 97 7,643 207 1,695 1,901 3,840 2.7 22.2 24.9 50.2
高 松 市 53 5,410 245 1,812 1,122 2,231 4.6 33.5 20.7 41.2
松 山 市 47 4,429 160 1,407 954 1,908 3.6 31.8 21.5 43.1
高 知 市 79 8,250 296 2,309 1,823 3,822 3.6 28.0 22.1 46.3
長 崎 市 66 5,779 302 1,843 1,157 2,477 5.2 31.9 20.0 42.9
熊 本 市 128 11,309 639 3,472 2,325 4,873 5.6 30.7 20.6 43.1
大 分 市 57 5,238 219 1,699 1,142 2,178 4.2 32.4 21.8 41.6
宮 崎 市 88 5,970 328 1,935 1,161 2,546 5.6 32.4 19.4 42.6
鹿 児 島 市 68 5,254 234 1,642 1,045 2,333 4.4 31.3 19.9 44.4
合 計 22,200 1,788,302 65,798 460,932 409,097 852,475 3.6 25.8 22.9 47.7

（注）　平成１２年４月１日現在　厚生省報告例（月報）



（職業家庭両立課関係）

○ ファミリー・サポート・センター事業の総合的展開

ファミリー・サポート・センター事業は、急な残業など臨時的、一時的な保
育ニーズに対応するため、会員制で地域における育児に関する相互援助活動を
行う市町村に対して、労働者の仕事と家庭の両立を支援するという雇用対策と

しての観点から補助を行ってきた。
平成13年度からは、省庁統合のメリットを活かす形で、仕事と家庭の両立支

援に加えて、児童の福祉という目的をも併せて果たすため、地域の子育て支援 機
能の強化に向け、総合的に事業を展開することとしている。

① 援助を受けられる者の拡大
原則として雇用労働者→自営業者や家庭の主婦なども含め、

子供を持つ全ての者に拡大

② 支部の設置
育児援助を受ける者のニーズ等に対応した迅速かつきめ細かなサービスを

提供するため、人口10万人を超える市区及び政令指定都市に支部を設置。
（平成12年度） （平成13年度予算案）

設置数 82か所（本部のみ）→182か所(本部)、455か所(支部)

③ 大都市圏での設置促進
大都市圏において、設置当初の円滑な運営確保のための支援。

35か所（本部）、338か所（支部）

④ 保育所等との連携強化
支部を保育所の地域子育て支援センター等に併設し、育児相談等と一体的

にサービスを提供。また、ファミリー・サポート・センターの本部及び支部
に保育所等との連絡・調整を行うアドバイザーを配置し、保育所を利用して い
る会員から保育所終了後の育児の援助の依頼があった場合、アドバイザー が援
助を行う会員との調整を行うとともに、その旨保育所にも連絡する保育 所との
連絡システムを整備し、依頼会員の利便性を図る。

本事業は、現在、保育関係部局が担当している市町村も多いが、今後ニー
ズが更に高まることが予想されるので、労働関係部局とよく連携し、市町村

に対するセンターの設置促進や保育所との連携等にご尽力いただくようお願 い
する。



（資料１）

ファミリー・サポート・センター事業の概要

急な残業など臨時的、一時的な保育ニーズに対応するため、地域における育児
に関する相互援助活動を行うファミリー・サポート・センター（地域において援
助を行う者と援助を受けたい者からなる会員組織 を設置する市区町村に対して） 、
経費の１／２を補助

１ ファミリー・サポート・センターの仕組

２ 育児に関する相互援助活動の例
・保育所までの送迎を行う。
・保育所の開始前や終了後又は学校の放課後、子供を預かる。

３ ファミリー・サポート・センターの設立基準
( ) 人口の基準1

原則として、５万人以上の市町村であること。

( ) 会員数の基準2

会員数が３００人以上であること。ただし、設立後、会員数が３００人以
上となることが見込まれる場合にも設立できること。

ファミリ－・サポ－ト・センタ－
〔相互援助組織〕

ア ド バ イ ザ ー

援助の申し入れ 援助の打診

援助を受けたい会員 援助を行いたい会員
援 助



（資料２）

ファミリー・サポート・センターと保育所の連絡システム

○ 事業内容

ファミリー・サポート・センターと保育所との有機的連携を図るため、

ファミリー・サポート・センターが、基本的に保育所との連絡を親の代わ

りに担当するとともに、定期的に保育所、地域のサービスを提供する会員

との打ち合わせを行い、情報交換を行うこととする。

また、保育所とサービスを提供する会員の意見交換を行うための、交流

会も設けることとする。

イメージ図

ファミリー・サポート・センター

（本 部 ・ 支 部）

アドバイザー

④連絡 ③承諾

①申込み ②依頼

援助を受けたい会員 ⑦引き取り 援助を行いたい会員

⑤’連絡

⑤「今日は遅くなるのでファミ ⑥引き取り

リー・サポート・センター

の○○が△△時に迎えに行 ファミリー･サポート・センター

く」 協力保育所

＊ 働く親が連絡していた⑤をファミリー・サポート・センターが⑤’で連絡

＊ このためには、普段よりファミリー・サポート・センターと保育所との密接な連携

を取ることが不可欠。

（保育所が親からの連絡を受けることなしにファミリー・サポート・センター会員に

子どもを渡すということの不安の解消）



（母子保健課関係）

１ 総合的な母子保健対策の推進について
母子保健は、生涯の健康の基礎であり、また、次の世代を健やかに生み育て

るための基礎であることから極めて重要であると認識しており、今後とも、住
民の多様なニーズに対応した母子保健対策の一層の推進を図って行くこととし
ている。
このため、平成１３年度においても、①周産期医療対策事業、②生涯を通じ

た女性の健康支援事業、③子どもの心の健康づくり対策事業等、少子社会に対
応した総合的な母子保健対策の充実強化を図ることとしている。
さらに、昨年１１月に２１世紀初頭における母子保健の国民運動計画である

「健やか親子２１」を策定したところであり、この計画に基づき、地方公共団
体や関係機関・団体等の自主的・積極的な取組の推進を図ることこととしてお
り、これにより母子保健水準の一層の向上を図っていきたいと考えている。
また、平成１４年度は市町村母子保健計画の見直しの時期を迎え、平成１３

年度中に、市町村においてその策定作業が行われるものと考えられるが、都道
府県におかれては、こうした改訂が円滑に行われるよう、管下市町村に対して
適切な助言・指導をお願いしたい。

２ 「健やか親子２１」について
我が国の母子保健は、既に世界最高水準にあるが、妊産婦死亡や乳幼児の事

故死について改善の余地があるなどの残された課題や思春期における健康問題、
親子の心の問題の拡大などの新たな課題が存在する。また、小児医療や地域母
子保健活動の水準の低下を防止することも重要である。
このような中、２１世紀の母子保健のビジョンを示す「健やか親子２１」が、

昨年１１月に関係専門家等からなる検討会によりとりまとめられたところであ
る。今後は、この内容の周知を図るととともに、関係機関・団体とともに構成
する「健やか親子２１推進協議会」を設置し、国民的な運動の展開を図ってい
くこととしており、都道府県、市町村における自主的・積極的な取組をお願い
する。

３ 乳幼児健診における育児支援強化事業（新規）について
育児不安を抱える母親等の増加、児童虐待が社会的な問題となっており、

家庭における育児機能の強化や地域における児童虐待の早期発見・早期対応
のシステムづくりが重要となっている。
１歳６か月児及び３歳児に対する健康診査は、母子保健法に基づく法定健

診として実施しており、受診率が高いことから、こうした健診の場を活用す
ることが有効であるため、１歳６か月児健診などの場において、育児相談体



制の充実を図るものである。
なお、本事業は、「子どもの心の健康づくり対策事業」のひとつとして実

施することとしているので、「虐待・いじめ対策事業」や「児童虐待市町村
ネットワーク事業」等と合わせて実施することにより、市町村における児童
虐待対策の総合的な推進に努められたい。

４ 周産期医療ネットワークの整備について
妊産婦死亡、周産期死亡等のさらなる改善により安心して出産できる体制を

整備するため、新エンゼルプランにおいて、総合周産期母子医療センターを中
核とした周産期医療ネットワーク（システム）の整備を計画的に進めていると
ころである。
地域医療計画の改訂に際しては、周産期医療について計画に盛り込むととも

に、平成１６年度までに原則として各県に１か所の総合周産期母子医療センタ
ーを整備し、これを中心とした地域周産期母子医療センター及び一般産科との
母体及び新生児の搬送体制をはじめとする連携体制の整備をお願いする。

５ 不妊専門相談センター事業の整備について
不妊に悩む方々に的確な情報を提供し、専門的な相談に応じられる体制を地

域において整備することは重要であることから、平成８年度から「生涯を通じ
た女性の健康支援事業」の一環として、不妊専門相談センター事業を実施して
いるが、平成１３年度予算案においては、２４カ所から３０カ所に補助対象の
増を図ることととしている。
本事業については、新エンゼルプランの中で計画的に整備すべき重点施策と

して位置づけられていることから、引き続き都道府県等の積極的な実施をお願
いする。

（13年度予算案） （16年度目標値）
３０か所 → ４７か所

６ 乳幼児健康支援一時預かり事業について
乳幼児健康支援一時預かり事業については、新エンゼルプランを着実に推進

するため、２００市町村から２７５市町村に拡大するために必要な予算を確保
することとしたので、各市町村の積極的な取り組みについて指導をお願いする。
施設整備についても、保育所等の児童福祉施設に加え、医療機関で本事業を

実施するための部屋の整備を医療施設等施設整備費により行うこととしたので、
積極的に取り組まれるようお願いする。

（13年度予算案） （16年度目標値）
２７５市町村 → ５００市町村



７ 新生児聴覚検査の実施について
難聴等の早期に発見し、早期治療を進める観点から、新生児聴覚検査事業を

平成１２年度から試行的に開始（１０月実施）したところであるが、平成１３
年度においても、実施主体となる都道府県・指定都市の積極的な検討・取組を
お願いしたい。
なお、現在、新生児聴覚検査事業について具体的な実施方法等を示した「新

生児聴覚検査事業の手引き」を、平成１２年度の厚生科学研究事業により検討
しているところである。この手引きの中では、検査の意義に始まり、必要とな
る検査の実施体制、望ましい療育の実施方法などを具体的に解説しており、実
施主体が実施に向けて検討する際に、参考となるものと考えている。手引きの
完成は、３月下旬を目途としているが、出来上がり次第、速やかに送付するこ
ととしているので、積極的に活用し事業の実施をお願いしたい。

８ 先天性代謝異常等検査の一般財源化について
先天性代謝異常検査費（昭和５２年度創設）及びクレチン症検査費（昭和

５４年度創設）は、制度創設後相当の年数が経過し都道府県・指定都市の経常
的な事務として同化・定着していることから、地方分権推進委員会の第２次勧
告の趣旨に沿って、平成１３年度で一般財源化を行うこととしている。
なお、所要の財源については地方交付税措置されることとなるので、一般財

源化によって事業の低下を招くことのないようお願いする。

○ 一般財源化の対象費目 … 先天性代謝異常検査費及びクレチン症検査費

（神経芽細胞腫検査費及び精度管理費は含まない）

９ 葉酸の摂取に係る適切な情報提供について
神経管閉鎖障害の発症リスク低減のため、妊娠を計画している女性等に対す

る葉酸の摂取について、昨年１０月、関係する専門家からなる検討会を設置し
検討を行った。検討会の報告を受けて、神経管閉鎖障害の発症リスク低減のた
めの葉酸の摂取について下記①～④の情報提供を推進しているところである。
平成１２年１２月２８日児母第７２号厚生省児童家庭局母子保健課長・健
医地生発第７８号厚生省保健医療局地域保健・健康増進栄養課生活習慣病
対策室長連名通知
なお、神経管閉鎖障害の発症リスク低減のための葉酸の摂取に関する情報提

供に当たっては、妊娠可能な年齢の女性等の本人の判断に基づく適切な選択を
可能とし、また過度の不安を招かないよう通知の情報提供要領に記載の啓発・
普及に当たっての一般的注意事項及び葉酸摂取の際の留意事項等も踏まえ、適
切な情報提供となるようご協力をお願いする。
① 妊娠可能な年齢の女性に関しては、神経管閉鎖障害の発症リスクを低減



させるためには、葉酸摂取が重要であるとともに、葉酸をはじめその他
のビタミンなどを多く含む栄養のバランスのとれた食事が必要であること。

② 妊娠を計画している女性に関しては、神経管閉鎖障害の発症リスクを低
減させるために、妊娠の１か月以上前から妊娠３か月までの間、葉酸をは
じめその他のビタミンなどを多く含む栄養のバランスがとれた食事が必要
であること。当面、食品からの葉酸摂取に加えて、いわゆる栄養補助食品
から１日０．４ｍｇの葉酸を摂取すれば、神経管閉鎖障害の発症リスクが
集団としてみた場合に低減することが期待できること。
ただし、医師の管理下にある場合を除き葉酸摂取量は１日当たり１ｍｇ

を越えるべきではないこと。
③ 神経管閉鎖障害の児の妊娠歴のある女性に関しては、妊娠の１か月以上
前から妊娠３か月までの間、医師の管理下での葉酸の摂取が必要であるこ
と。

④ 妊娠を計画している女性に関しては、妊娠中のみならず妊娠前からの適
切な健康管理が重要であること。すなわち、妊娠中の母体の健康と胎児の
健全な発育のため、日頃から多様な食品を摂取することにより栄養のバラ
ンスを保つなど食生活を適正にし、妊娠中の禁煙・禁酒が不可欠であるこ
と。

10 乳幼児の事故防止普及啓発用ポスター及びビデオの配布について
乳幼児のうち１歳～４歳児の死亡原因として、溺水、誤飲等の不慮の事故が

第一位となっているため、乳幼児の事故予防は重要な課題となっている。
これらについては、周囲の大人が目を光らせることで事故の６割が防げると

言われていることから、一般家庭や保育所等の児童福祉施設等の職員に対して、
こうした事故予防の方法や、万一の際の応急処置などの普及啓発を行うことが
有効であると考えている。
このため、乳幼児の事故防止に関する普及啓発を図るため、普及啓発用ポス

ター及びビデオを現在作成しているところであり、３月下旬を目途に都道府県
・政令市・特別区あて送付することとしているので、管内市町村、保健所及び
市町村保健センター、並びに保育所等の関係機関への配布など、ご協力をお願
いしたい。

11 生殖補助医療について
生殖補助医療については、近年急速に普及してきているが、一方で、精子の

売買や代理懐胎の斡旋など様々な問題が社会的にも大きく取り上げられるよう
になってきている。
このため、平成１０年１０月に、生殖補助医療のあり方等について集中的に

審議するため、厚生科学審議会先端医療技術評価部会の下に、生殖補助医療技



術に関する専門委員会を設置し検討いただいていたところであるが、既にご案
内のとおり、昨年の１２月末に、同専門委員会の検討結果として、「精子・卵
子・胚の提供等による生殖補助医療のあり方についての報告書」がとりまとめ
られたところである。
都道府県等においては、報告書の内容を承知していただくとともに、特に、

報告書の中に「精子・卵子・胚の提供等による生殖補助医療のうち、ＡＩＤ以
外は同報告書における結論を実施するために必要な制度の整備がなされるまで
実施されるべきではない」旨の見解が示されていることに留意いただき、管内
の市町村、関係団体、医療機関等に対し、報告書の内容を周知していただくよ
うお願いする。



（資料１）

健やか親子２１検討会報告書の概要
－母子保健の2010年までの国民運動計画－

第１章 基本的な考え方第１章 基本的な考え方第１章 基本的な考え方第１章 基本的な考え方

第１節 健やか親子２１の性格第１節 健やか親子２１の性格第１節 健やか親子２１の性格第１節 健やか親子２１の性格

○ ２１世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジョンであり、かつ関係者、関係機関

・団体が一体となって推進する国民運動計画。

○ 安心して子どもを産み、ゆとりを持って健やかに育てるための家庭や地域の環境づく

りという少子化対策としての意義と、少子・高齢社会において国民が健康で元気に生活

できる社会の実現を図るための国民健康づくり運動である健康日本２１の一翼を担うと

いう意義を有する。

○ 計画の対象期間は、２００１年（平成１３年）から２０１０年（平成２２年）までの

１０年間とし、中間の２００５年（平成１７年）に実施状況を評価し、必要な見直しを

行う。

第２節 基本的視点第２節 基本的視点第２節 基本的視点第２節 基本的視点

① ２０世紀中に達成した母子保健の水準を低下させないために努力

② ２０世紀中に達成しきれなかった課題を早期に克服

③ ２０世紀終盤に顕在化し２１世紀にさらに深刻化することが予想される新たな課題

に対応

④ 新たな価値尺度や国際的な動向を踏まえた斬新な発想や手法により取り組むべき課

題を探求

第３節 「健やか親子２１」の課題設定第３節 「健やか親子２１」の課題設定第３節 「健やか親子２１」の課題設定第３節 「健やか親子２１」の課題設定

○ 基本的視点を踏まえ、２１世紀に取り組むべき主要な４つの課題を設定し、各課題ご

とに、現状に対する見解と主要課題として選定した理由等、取組に当たっての基本的な

方向性や枠組み、可能な限り具体的な形での方策を提言。

① 思春期の保健対策の強化と健康教育の推進

② 妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援

③ 小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

④ 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

第４節 「健やか親子２１」の推進方策第４節 「健やか親子２１」の推進方策第４節 「健やか親子２１」の推進方策第４節 「健やか親子２１」の推進方策

１ 基本理念

○ 国民運動の理念の基本を、１９８６年にオタワで開催されたＷＨＯ国際会議において

提唱された公衆衛生戦略であるヘルスプロモーションにおく。

２ 「健やか親子２１」の推進方策

① 関係者、関係機関・団体が寄与しうる取組の内容の明確化と自主的活動の推進

② 各団体の活動の連絡調整等を行う「健やか親子２１推進協議会」の設置

③ 計画期間と達成すべき具体的課題を明確にした目標の設定



第２章 主要課題第２章 主要課題第２章 主要課題第２章 主要課題

第１節 思春期の保健対策の強化と健康教育の推進第１節 思春期の保健対策の強化と健康教育の推進第１節 思春期の保健対策の強化と健康教育の推進第１節 思春期の保健対策の強化と健康教育の推進

１ 問題認識

○ 近年、思春期の人工妊娠中絶や性感染症、薬物乱用等の増加等の問題や心身症、不登

校、引きこもり等の心の問題等も深刻化し社会問題化。

○ これらは、解決が極めて困難だが、改善に向けての努力を強化する必要があり、２１

世紀の主要な取り組み課題として位置付け集中的に取り組む必要。

２ 取組の方向性

○ これまでの試みが十分な成果をあげられていないことに鑑み、十分な量的拡大と質的

転換を図ることが不可欠。

○ 各種対策が十分な連携のもとに推進される必要があり、特に、厚生労働省と文部科学

省が連携し 取組の方向性の明確なメッセージを示し 地域における保健 医療 福祉、 、 、 、 、

教育等の連携の促進が必要。

３ 具体的な取組

（１）思春期の健康と性の問題

○ 量的拡大は、①学校における相談体制、②保健所等の地域における相談体制、③若者

の興味を引きつけるメディアを通じた広報啓発活動、等の強化等が必要。

○ 質的転換は、①学校における学校外の専門家などの協力を得た取組の推進、②同世代

から知識を得るピア・エジュケーター（仲間教育 、ピア（仲間 ・カウンセリングな） ）

どの思春期の子どもが主体となる取組の推進、③メディアの有害情報の問題への取組み

としてメディア・リテラシーの向上のための支援、④インターネットなどの媒体を通じ

思春期に関する情報提供や相談、等を推進する必要。

（２）思春期の心の問題

○ 思春期の心の問題に関して家庭、学校等の地域の関係機関の相談機能の強化と、相

互に学習の場の提供、定期的な情報交換等を実施する場を設置する必要。

○ 思春期の心の問題に対応した体制について、診療報酬面での改善、医科系大学の講座

の開設、医療法上の標榜の課題、思春期の心の問題に対応できる医師や児童精神科医等

の育成、児童精神科医の児童相談所や情緒障害児短期治療施設への配置の推進、学校教

育での活用等を検討する必要。

第２節 妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援第２節 妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援第２節 妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援第２節 妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援

１ 問題認識

○ 妊娠・出産・産褥期の健康を、長期的な視野で、社会的、精神的側面からも支え、守

ることが、母子保健医療の社会的責任。

○ 我が国の母子保健水準は世界のトップクラスだが、妊産婦死亡率は更に改善の余地が

残されている等一層の安全性の追求が求められるとともに、妊娠・出産に関するＱＯＬ

の向上を目指すことも時代の要請。

○ リプロダクティブヘルス／ライツへの対応や、少子化対策の安全で安心して出産でき

る環境の実現に応えるべく、本分野を２１世紀の主要な取組課題との位置付けが必要。



２ 取組の方向性

○ 妊娠、出産に関する安全性を確保しつつ快適さを追求するために、専門職の意識の変

革、医療機関間の連携、分娩・入院環境の改善、地域保健サービス内容の転換、職場の

母性健康管理体制との連携の一層の推進等が必要。

○ 働く女性の妊娠・出産が安全で快適なものとなるよう、職場の環境づくりも重要。

○ 不妊治療を求める夫婦に対して、生殖補助医療や情報の提供体制の整備とカウンセリ

ングを含む利用者の立場に立った治療方法の標準化が不可欠。

３ 具体的な取組について

（１）妊娠・出産の安全性と快適さの確保

○ 産科医療機関は、安全性の確保が最も重要で、医療機関間の連携、休日・夜間体制の

整備が必要。リスクに応じた分娩形態や助産婦の活用によるチーム医療の採用、病院の

オープン化等の取組も必要。総合周産期母子医療センターを中心とした周産期ネットワ

ークシステムを構築し、母体・患児の搬送体制の確保、周産期医療に関する情報提供、

医療従事者の確保、研修等を推進。

○ 妊娠、出産の医療サービスを利用者に対し情報提供を推進し、利用者が希望するサー

ビスが選択できるよう医療施設における取組を推進。ＱＯＬの確保と有効な医療を追求

する観点から産科技術について、リスクに応じた適応の検討やＥＢＭによる見直しを行

う。

○ 妊婦の心の問題に対応した健診体制や出産形態の採用、カウンセリングの強化等の取

組が必要。

○ 地域保健については、２次医療圏で医療機関、助産所、保健所、市町村の連携推進を

図るとともに、保健所・市町村が中心となった母子保健情報の提供や、母子保健に関す

る学習機会の提供や両親教育の実施、育児サークルの育成等を積極的に行う必要。

○ 職場における母性健康管理指導事項連絡カードの活用、産業医と産科医の連携等によ

り、妊娠中及び出産後の女性労働者の状況に応じた配慮がなされる妊婦に優しい職場環

境の実現に向けた取組が必要。

（２）不妊への支援

○ 不妊治療に関する相談体制及び医療提供体制を整備。

○ ガイドラインを作成し、治療の標準化と、治療を受けることの不安や精神的圧迫など

に対する十分な心のケアを行う。不妊治療の適切な情報提供がなされた上で治療の選択

が行えるよう相談体制を整備。

第３節 小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備第３節 小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備第３節 小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備第３節 小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

１ 問題認識

○ ２１世紀の少子・高齢社会で産まれた子どもが健やかに育つような支援は、小児の保

健と医療の主要な課題、ＱＯＬの観点や健康な子どもの健全育成をも視野に入れ、小児

保健医療水準を維持・向上させるための環境整備を、２１世紀に取り組むべき主要課題

として位置付け、重点的に進める必要。

○ 地域保健における母子保健活動の低下や、小児医療の不採算に伴う小児病棟の縮小・

閉鎖による小児医療水準低下、小児救急医療レベルの低下、小児科医師志望者の減少等

の問題が生じており、これまで我が国が達成した世界最高レベルの小児保健医療水準や



地域保健サービスのレベルの維持のための対策が重要。

２ 取組の方向性について

○ 地域保健における母子保健サービスの水準低下を予防する体制の確保を図る必要。

○ 小児医療の特性を踏まえ、他科を比較して遜色なく小児医療を確保できるよう医療経

済面を含めた制度的なアプローチが不可欠。

３ 具体的な取組について

（１）地域保健

○ 母子保健業務は、政策医療等を担う医師等の技術職の確保や関係職員の研修の充実等

を図り、世界でも最高の水準にあると言われる地方自治体の母子保健の水準を今後も確

保。

○ 乳幼児期の健診システムは世界でも最も整備され、受診率も高いが、健診の精度や事

後措置は自治体間の格差があり、今後、健診の質の維持向上等を図るとともに、地域の

療育機能等の充実を図る。

○ 事故の大部分は予防可能で、小児の発達段階に応じた具体的な事故防止方法を、家庭

や施設の関係者への情報提供、学習機会の提供等を行う。

○ ＳＩＤＳ予防対策は、①仰向け寝の推進、②母乳栄養の推進、③両親の禁煙の３つの

標語による全国的なキャンペーンをマスコミの協力も得て広報活動を量的に拡大。

○ 予防接種は、関係者の関心を高めるために情報提供を質的に転換。

（２）小児医療

○ 都道府県で地域の実情を踏まえ適切な小児医療提供体制を確保する観点から関係者の

理解を得つつ病床確保対策を推進。

○ 小児科医の確保対策については、小児医療に魅力を覚えるような環境整備のための方

策の検討や、女性医師の育児と仕事の両立が図られる体制づくりが必要。

○ 小児救急医療体制整備は、都道府県が果たすべき重要な責務であり、医療計画で計画

性をもって行うことが対策の基本。初期救急医療体制は、休日・夜間急患センターにお

いて、小児科医を広域的に確保し外来機能を強化、二次救急医療体制は病院小児科の輪

番制の充実、三次救急医療体制は、小児科医を重点的に確保した概ね人口１００万人に

つき１ヶ所の拠点となる医療機関を医療計画において明確に位置付け整備等を例示。

○ 小児の入院環境、患児の家族のための体制整備、長期慢性疾患児等の在宅医療体制の

整備や、地域の児童福祉施設や教育施設とのコーディネート機能の強化等の体制整備を

実施。

第４節 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減第４節 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減第４節 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減第４節 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

１ 問題認識

○ 母子保健での心の健康は、①両親の育児不安・ストレスと子どもの心の関係、②児童

虐待に代表される親子関係、の２つの大きな問題が存在。

○ 乳幼児期の子どもの心の発達は、一番身近な養育者（母親）の心の状態と密接に関係

があり、乳幼児期の子どもの心の健康のためには、母親が育児を楽しめるような育児環

境の整備が不可欠。

○ 妊娠・出産・育児に関する母親の不安を軽減し、育児を楽しみ、子どもの豊かな心の

成長を育むための取組を全国的に総合的に講じることは、２１世紀の母子保健上極め



て重要な対策。

２ 取組の方向性について

○ 妊娠―出産―産褥―育児期にかけて、育児に焦点を当てた心の問題の観点からのケア

システムを構築し、一人の人間を最適な環境で見守っていくことが必要。

○ 母子健康手帳の交付から始まる地域保健での母子保健の流れと妊産婦健診より始まる

地域医療の流れの融合と、出産前のケアと出産後のケアの連続性の担保が不可欠。

○ 地域保健・地域医療での対応が児童虐待の予防と早期発見及び再発予防に大きな役割

を果たし得ることと、継続的観察・介入が可能だということの認識と位置づけを持つこ

とが重要。

３ 具体的な取組について

（１）子どもの心と育児不安対策

○ 地域保健は、これまで疾病の早期発見・早期療育、保健指導を育児支援の観点から見

直す。市町村の乳幼児の集団健診を、疾患や障害の発見だけでなく親子関係、親子の心

の状態の観察ができ、育児の交流の場として、話を聞いてもらえる安心の場として活用

する。

○ 保健所は、地域医療との連携によるハイリスク集団に対する周産期から退院後のケア

システムの構築を行うとともに、福祉分野との連携と自主的な民間の育児グループの育

成を図る。

○ 産科は、出産の安全性や快適さに関わる事項に加え、妊産婦の育児への意識・不安の

チェックとそれに基づく地域保健関係機関や小児科への紹介、親子の愛着形成を促進す

る支援等を行う。

○ 小児科は、診察時の疾病の診断・治療に加え、親子関係や母親の心の様子、子供の心

の様子・発達への影響等の観察及びケアやカウンセリングを行うよう努力する等子ども

の心の問題に対応できる体制の整備を推進。

（２）児童虐待対策

○ 保健所・市町村保健センター等ではこれまで明確でなかった児童虐待対策を母子保健

の主要事業の一つとして明確に位置付け、積極的な活動を展開。

○ 医療機関と地域保健が協力し被虐待児の発見、救出した後の保護、再発防止、子ども

の心身の治療、親子関係の修復、長期のフォローアップの取組を進める。

○ これらの活動にあたっては 児童相談所 情緒障害児短期治療施設等の福祉関係機関、 、 、

警察、民間団体等との連携をを図る。



第３章 推進方策第３章 推進方策第３章 推進方策第３章 推進方策

第１節 「健やか親子２１」の推進方策について第１節 「健やか親子２１」の推進方策について第１節 「健やか親子２１」の推進方策について第１節 「健やか親子２１」の推進方策について

○ 課題達成に向けて、一人一人の国民はもとより保健・医療・福祉・教育・労働などの

関係者、関係機関・団体がそれぞれの立場から寄与することが不可欠。

第２節 関係者、関係機関・団体の取組の内容の明確化第２節 関係者、関係機関・団体の取組の内容の明確化第２節 関係者、関係機関・団体の取組の内容の明確化第２節 関係者、関係機関・団体の取組の内容の明確化

○ 子どもの健康が重視され、思春期の子どもに対する適切な応援や妊産婦や不妊の夫婦

に対する優しい配慮がなされ、健康な子どもと障害や疾病を持つ子どもの育ちやその親

を支援できる地域社会の実現のための取組を国民一人一人が行えるようにすることが重

要。

○ このような取組がなされるよう 関係者 関係機関・団体として国民 地方公共団体、 、 、 、

国、専門団体、民間団体の順にその寄与しうる取組内容を各課題ごとに記述。

第３節 「健やか親子２１推進協議会」の設置第３節 「健やか親子２１推進協議会」の設置第３節 「健やか親子２１推進協議会」の設置第３節 「健やか親子２１推進協議会」の設置

○ 関係者等の行動計画のとりまとめや進捗状況の報告・経験交流の実施等を統括する

「健やか親子２１推進協議会」を中央に設置し、インターネットによる情報提供や意見

の収集、全国大会を通じた国民運動計画推進の気運の醸成等の活動を実施。

第４節 目標の設定第４節 目標の設定第４節 目標の設定第４節 目標の設定

１ 目標設定の考え方

○ 目標は、ヘルスプロモーションの基本理念に基づき、次の三段階に分けて策定。

① 保健水準の指標（達成すべきＱＯＬを含む住民の保健水準を示す。住民や関係機関

等が目指すべき方向性の指標 ）。

② 住民自らの行動の指標（各課題を達成する上で住民一人一人が取り組むべき事項を

示す。親子や各家庭での保健行動や生活習慣に関する指標と、知識・技術などの学習

の指標を含む ）。

③ 行政・関係機関等の取組の指標（事業の実施、サービスの提供、施設・設備の整備

など資源・環境の整備に対して行政や関係機関・団体が寄与しうる取組を表す ）。

２ 指標設定のプロセス

○ 全国の各市町村で策定の母子保健計画において、①保健水準の指標と②住民自らの行

動の指標を設定している２１２の自治体の母子保健計画に盛り込まれている指標、当検

討会のこれまでの議論から指標として取り上げるべき項目を抽出し、上記の観点から優

先順位をつけ、検討会での検討を経て、各課題の取組の指標を設定。



(資料２）
子どもの心の健康づくり対策事業実施要綱の一部改正（案）子どもの心の健康づくり対策事業実施要綱の一部改正（案）子どもの心の健康づくり対策事業実施要綱の一部改正（案）子どもの心の健康づくり対策事業実施要綱の一部改正（案）
＜乳幼児健診における育児支援強化事業の創設に伴う改正＞

（案）
児 発 第 ６１０号
平成９年９月２９日

［改正経過］
第１次改正 平成11年4月14日 児発第365号
第２次改正 平成12年4月 5日 児発第413号
第３次改正 平成13年4月 日 雇児発第 号

都道府県知事
各 政令市市長 殿

特別区区長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

子どもの心の健康づくり対策事業について

母子保健行政の推進については、かねてより特段のご配慮を煩わしている
ところであるが、今般、母親の育児不安の解消を図るとともに、特に、虐待
・いじめ等の社会的な問題に的確に対応するため、別紙のとおり、「子ども
の心の健康づくり対策事業実施要綱」を定め、平成９年１０月１日から実施
することとしたので、その適正かつ円滑な運営を図られたく通知する。



（別紙）

子どもの心の健康づくり対策事業実施要綱

第１ 趣旨
少子化、核家族化、社会連帯意識の希薄化による地域の養育機能の低下

など、子どもや家庭を取り巻く環境が著しく変化する状況の中で、子ども
が豊かな心を持ち、希望に満ちた有意義な人生を送ることができるよう、
社会的機能を活性化することが求められている。このため、子ども、家庭
及び地域社会の相互の連携により、地域社会の養育機能を充実・強化し、
母親の育児不安等の解消を図るとともに、虐待・いじめ等の社会的問題に
早期に対応するため、小児科医等による相談、乳幼児健康診査時における
心理相談体制の充実及び虐待防止のための関係機関のネットワークを整備
することにより、総合的な子どもの心の健康づくり対策を推進するもので
ある。

第２ 実施主体
本事業の実施主体は、都道府県（第３の２から７を除く。）及び市町村

（特別区を含む。以下同じ。）とする。
第３ 事業内容等

実施主体は、次に掲げる事業を地域の実情により選択して実施するもの
とする。
１ 体制整備事業

保健・医療・福祉の行政機関、教育委員会及び関係団体等をもって構
成する「子どもの心の健康づくり普及推進委員会」を設置し、地域にお
ける連携体制の整備を図るとともに、地域の実情に応じ次に掲げる事項
についてその全部又は一部を検討するほか、地域住民に対する普及啓発
を行うものとする。
（１）虐待・いじめ防止に関すること
（２）育児不安への対応に関すること
（３）地域のグループリーダーの養成に関すること
（４）小児の健康手帳及びその有効な活用方法に関すること
（５）その他子どもの健康づくりに関すること

２ 出産母子支援事業
（１）事業内容
ア 出産前後において身体面・精神面に問題のある妊産婦、育児不安を
抱えている家庭及びその他相談を希望する者に対して、電話又は面接
による相談及び指導を行うものとする。



イ 身体的理由又は生活環境等の理由により当該事業を行う場所に来所
することができない妊産婦等に対して、助産婦が訪問して相談等を行
うものとする。

ウ 相談等に応じる助産婦の技術の向上を図るための研修を行う。
（２）実施担当者

助産婦とする。
（３）実施場所

助産所等で行うものとする。
３ 虐待・いじめ対策事業
（１）事業内容
ア 虐待・いじめ等に関する問題について電話又は面接による相談を行
うものとする。

イ 虐待・いじめ防止に関する専門的な相談を行う者を育成するための
研修を行うものとする。

（２）実施担当者
小児科医、保健婦（士）等とする。

（３）実施場所
市町村保健センター等で行うものとする。（医療機関を除く。）

４ 乳幼児健診における育児支援強化事業
（１）事業内容
ア 市町村は、乳幼児健診における育児支援体制の強化を図るため、乳
幼児健康診査において、次の①及び②を実施する。なお、市町村の実
情に応じて、①又は②のどちらかの実施であっても差し支えない。
① 育児不安の軽減等を図るため、育児不安や悩みに関する個別相談
指導

② 子どもの状態や親子関係を把握するためのグループワーク
イ 本事業における乳幼児健康診査とは、原則として１歳６か月児健康
診査又は３歳児健康診査のことをいう。

（２）事業の担当者
市町村は、①の個別相談指導を担当する者として、心理相談を行う

ために十分な技術及び知識、並びに経験を有する者を当てることと
し、例えば、大学で心理学や教育学などを専攻した者、臨床心理士、
母子保健や児童福祉に従事し十分な経験がある者などの中から、市町
村が適当と判断する者を配置する。
また、②のグループワークを担当する者として、保育士を配置す

る。
（３）事業の実施方法
ア ①の個別相談指導は、育児の負担感や、育児の不安、悩み等を持つ



保護者を対象として実施することとし、面接による相談指導を実施す
る。相談指導を行うに当たっては、保護者が不安や悩みに関する相
談、訴え等を躊躇することなく行えるような雰囲気つくりに努める。

イ ②のグループワークは、保護者と子どもを対象として実施すること
とし、保育士の指導のもとリクリエーション等に興じる中で、保護者
と子どもの様子を観察し、子どもの状態や親子関係を把握する。

ウ ア及びイを実施するに当たっては、乳幼児健康診査の中で体系づけ
て実施するとともに、相互に連携して行うよう留意する。

５ 児童虐待防止市町村ネットワーク事業
（１）事業内容

市町村は、地域における児童虐待の防止と早期発見に努めるため、
地域における保健・医療・福祉の行政機関、教育委員会、警察、弁護
士、ボランティア団体等の関係機関・団体等（以下「関係機関等」と
いう。）から構成する児童虐待防止協議会を設置し、次の事項につい
て定期的に検討するとともに、具体的な虐待事例の検討を随時に行う
ものとする。
ア 児童虐待についての関係機関等相互の情報交換及び状況把握に
関すること

イ 地域における児童虐待防止や早期発見を円滑に実施するため、
関係機関等が行う事業等の効果的な連携に関すること

ウ 地域住民等に対する児童虐待に関する理解を深めるための啓発
活動に関すること

エ その他の児童虐待防止策に関すること
（２）留意事項
① 虐待事例の検討を行う際には、事例に関わるプライバシー保護に十
分留意する。

② 児童虐待防止協議会は、児童相談所や保健所等の都道府県の機関と
連携を図る。

６ 子育てグループリーダー育成・活動支援事業
（１）事業内容
ア 地域での母子保健活動を行う子育てグループリーダーに対する研修
を実施するものとする。

イ 子育てグループリーダーが地域において子育てグループ活動を行う
ことに対して支援するものとする。

（２）対象者
地域において、母子保健に関し相当の経験がある者とする。

７ 健康情報の管理事業
（１）事業内容



乳幼児期と学童期の健康情報の連続性を確保するため、小児期を通
じた健康手帳を作成するものとする。

（２）実施方法
手帳の作成にあたっては、乳幼児期の健康記録、予防接種に関して

の記録及び小学校における健康診断等の記録ができる欄を設けるこ
と。

第４ 実施上の留意事項
１ 本事業の実施にあたっては、責任ある体制を確保し、職務上知り得た
児童及び家庭に関する秘密保持について十分留意すること。

２ 都道府県及び管下市町村が本事業を実施する場合には、あらかじめ、
十分な調整を図ることとし、事業の効果的、効率的な実施に努めるこ
と。

第５ 関係機関等との連携
本事業の実施にあたっては、保健所、児童相談所、福祉事務所、教育委

員会、医師会等関係機関、関係団体と十分に連携をとり、事業の実施につ
いて協力を求めるとともに、各種母子保健事業等との調整を図り効率的な
実施に留意すること。

第６ その他
保険医療機関における虐待及びいじめに関するカウンセリングについて

は、一部の疾患において保険給付の対象とされているので、事業の実施に
あたっては、その点に留意し適正な実施に努めること。

第７ 経費の補助
本事業に要する経費については、国は予算の範囲内において別に定める

ところにより補助するものとする。


